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   第 ５ 回   熊本県議会  総務常任委員会会議記録 

 

平成28年９月28日（水曜日） 

            午前９時59分開議 

            午後０時15分休憩 

            午後１時14分開議 

            午後１時57分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

 議案第１号 平成28年度熊本県一般会計補

正予算（第11号） 

 議案第４号 平成28年度熊本県市町村振興

資金貸付事業特別会計補正予算（第１

号） 

 議案第５号 専決処分の報告及び承認につ

いてのうち 

 議案第７号 専決処分の報告及び承認につ

いてのうち 

 議案第８号 専決処分の報告及び承認につ

いてのうち 

 議案第９号 専決処分の報告及び承認につ

いてのうち 

 議案第10号 平成28年熊本地震復興基金条

例の制定について 

 議案第11号 熊本県議会議員及び熊本県知

事の選挙における選挙運動の公費負担

に関する条例の一部を改正する条例の

制定について 

 議案第12号 熊本県税条例の一部を改正す

る条例の制定について 

 議案第51号 平成28年度熊本県一般会計補

正予算(第12号) 

 報告第５号 公立大学法人熊本県立大学の

経営状況を説明する書類の提出につい

て 

 報告第６号 フィッシャリーナ天草株式会

社の経営状況を説明する書類の提出に

ついて 

報告第７号 公益財団法人熊本県立劇場の経

営状況を説明する書類の提出について 

報告第８号 天草エアライン株式会社の経営

状況を説明する書類の提出について 

報告第９号 熊本空港ビルディング株式会社

の経営状況を説明する書類の提出について 

報告第10号 豊肥本線高速鉄道保有株式会社

の経営状況を説明する書類の提出について 

報告第11号 肥薩おれんじ鉄道株式会社の経

営状況を説明する書類の提出について 

報告第37号 平成27年度決算に基づく熊本県

の財政の健全化判断比率及び公営企業の資

金不足比率の報告について 

報告第38号 公立大学法人熊本県立大学の平

成27年度に係る業務の実績に関する評価に

ついて 

請第14号 私学助成に関する意見書の提出を

求める請願 

委員会提出議案 私学助成の充実強化等に関

する意見書（案） 

閉会中の継続審査事件について 

報告事項 

 ①平成28年熊本地震からの復旧・復興プ

ランの改訂について 

 ②総合防災航空センター（仮称）新築工事

の請負契約締結について 

 ③平成２７年度熊本県普通会計決算の概要

について 

 ④復興基金について 

 ⑤熊本地震からの復旧・復興にかかる事業

費見込額 

 ⑥川辺川ダム問題について 

――――――――――――――― 

出席委員（８人） 

        委 員 長 髙 木 健 次 

        副委員長 緒 方 勇 二 
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        委  員 小 杉   直 

        委  員 氷 室 雄一郎 

        委  員 荒 木 章 博 

        委  員 鎌 田   聡 

        委  員 小早川 宗 弘 

        委  員 河 津 修 司 

欠席委員(なし) 

委員外議員(なし) 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

 知事公室 

         公室長 坂 本   浩 

       危機管理監 本 田   圭 

        秘書課長 横 尾 徹 也 

        広報課長 倉 光 麻理子 

    危機管理防災課長  間 宮 将 大 

  知事公室付政策調整監 府 高   隆 

総務部 

         部 長  池 田 敬 之 

  理事兼県央広域本部長 

   兼市町村・税務局長 大 村 裕 司 

       政策審議監  田 中 信 行 

      総務私学局長 古 森 美津代 

        人事課長 平 井 宏 英 

        財政課長 竹 内 信 義 

    県政情報文書課長 田 原 牧 人 

 首席審議員 

  兼総務事務センター長  下 村 弘 之 

      財産経営課長 満 原 裕 治 

      私学振興課長 塘 岡 弘 幸 

 市町村課長 

 兼県央広域本部総務部長 沼 川 敦 彦 

      消防保安課長 松 岡 大 智 

        税務課長 井 芹 護 利 

企画振興部 

      企画振興部長 島 崎 征 夫 

       政策審議監 山 本 國 雄 

   地域・文化振興局長 斉 藤 浩 幸 

交通政策・情報局長 福 島 誠 治 

  首席審議員兼企画課長 吉 田   誠 

      地域振興課長 

 兼県央広域本部振興部長 小 牧 裕 明 

       文化企画・ 

    世界遺産推進課長 手 島 伸 介 

川辺川ダム総合対策課長  吉 野 昇 治 

      交通政策課長 藤 井 一 恵 

         政策監 内 田 清 之 

      情報企画課長 松 永 正 伸 

       情報企画監 島 田 政 次 

      統計調査課長 坂 本 富 明 

出納局 

  会計管理者兼出納局長 出 田 貴 康 

        会計課長  瀬 戸 浩 一 

      管理調達課長 石 川   修 

人事委員会事務局 

         局 長 山 口 達 人 

        総務課長 井 上 知 行 

       公務員課長 西 尾 浩 明 

 監査委員事務局 

         局 長 高 山 寿一郎 

   首席審議員兼監査監 佐 藤 美智子 

         監査監 小 原   信 

         監査監 田 原 英 介 

議会事務局 

         局 長 吉 田 勝 也 

     次長兼総務課長 中 島 昭 則 

        議事課長 中 原 敬 喜 

      政務調査課長 上 村 祐 司 

   ――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

       議事課主幹 甲 斐   博 

   政務調査課課長補佐 岩 永 千 夏 

     ――――――――――――――― 

  午前９時59分開議 

○髙木健次委員長 皆さんおはようございま

す。 

 ただいまから、第５回総務常任委員会を開

会いたします。  

 まず、本日の委員会に１名の傍聴の申し出

がありましたので、これを認めることにしま
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した。 

 次に、今回付託されました請願第14号につ

いて、提出者から趣旨説明の申し出があって

おりますので、これを許可したいと思いま

す。 

 まず、請第14号についての説明者を入室さ

せてください。 

  (請第14号の説明者入室) 

○髙木健次委員長 説明者の方に申し上げま

す。各委員には請願書の写しを配付しており

ますので、説明は簡潔にお願いします。 

  (請第14号の説明者の趣旨説明) 

○髙木健次委員長 趣旨はよくわかりまし

た。後でよく審査しますので、本日はこれで

お引き取りください。 

  (請第14号の説明者退室) 

○髙木健次委員長 次に、本委員会に付託さ

れた議案等を議題とし、これについて審査を

行います。 

 まず、議案について説明を求めた後、一括

して質疑を受けたいと思います。説明を行わ

れる際は、効率よく進めるため、説明は着座

のまま簡潔にお願いします。 

 それでは、総務部長から総括説明をお願い

いたします。 

 

○池田総務部長 それでは、今回提案してお

ります議案の概要について御説明申し上げま

す。 

 まず、一般会計補正予算につきましては、

冒頭提案の議案第１号といたしまして、熊本

地震からの速やかな復旧、復興を図る予算、

梅雨前線豪雨による災害復旧関係予算及び肉

づけ予算など、788億200万円を計上してござ

います。 

 また、追加提案の議案第51号といたしまし

て、国の未来への投資を実現する経済対策へ

の対応分、1,777億1,400万円を計上してござ

います。 

 冒頭提案分と追加提案分を合わせますと、

2,565億1,600万円の増額補正をお願いしてお

ります。 

 このほか、平成28年熊本地震復興基金条例

の制定や専決処分の報告、承認などにつきま

しても、あわせて御提案、御報告を申し上げ

ております。 

 この後、予算関係議案の総括的な説明につ

きましては財政課長から、また、予算の詳細

な内容及び条例等議案につきましては各課長

からそれぞれ御説明申し上げますので、よろ

しく御審議いただきますようお願い申し上げ

ます。 

 以上です。 

 

○髙木健次委員長 次に、財政課長から、今

回の補正予算の概要等について説明をお願い

します。 

 

○竹内財政課長 財政課でございます。 

 今回は、冒頭提案に加えまして、追加提案

として補正予算案を御提案しております。そ

のため、冒頭分と追加提案分をまとめまし

て、お手元の資料、総務常任委員会説明資料

(追号議案／経済対策関係追加提案分含む)と

いう薄いほうのＡ４横の冊子のほうをお願い

いたします。 

 資料の１ページをお願いいたします。 

 まず、６月議会以降、これまでの知事専決

処分によります補正予算の概要について一覧

にまとめておりますので、御説明いたしま

す。いずれも、平成28年熊本地震からの速や

かな復旧、復興を図るための予算でございま

す。 

 議案第５号から第８号までは、それぞれ国

の予備費の第２弾から第４弾までに対応する

ものなどでございます。議案第９号は、流木

等の漂流物の回収など、海域環境保全に必要

な事業の予算でございます。 

 続きまして、下、資料の２ページをお願い

いたします。 
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 ９月補正予算の概要についてでございま

す。 

 まず、冒頭提案の議案第１号といたしまし

て、平成28年熊本地震からの速やかな復旧、

復興を図るための予算、梅雨前線豪雨による

災害復旧関係、知事選挙後のいわゆる肉づけ

予算等につきまして、下段の表、一般会計の

行のところ、９月補正額、冒頭提案の欄にご

ざいますように、788億円余を計上しており

ます。 

 次に、追加提案の議案第51号でございます

が、こちらは、国の経済対策予算に即応する

ため、平成28年熊本地震からの速やかな復

旧、復興を図るための事業を含めた経済対策

事業につきまして、下段の表でいきますと、

９月補正額追加提案の欄にございますよう

に、1,777億円余を計上しております。 

 資料のほう３段目でございますが、６月議

会以降、今回までの補正予算を合計いたしま

すと、3,359億4,000万円となり、補正後の予

算規模は１兆3,393億1,500万円となります。 

 下段の表につきましては、特別会計、企業

会計の補正予算の内訳も記載しております。

これらにつきましては、それぞれ所管の委員

会で御審議をいただくことになっておりま

す。 

 おめくりいただきまして、資料の３ページ

をお願いいたします。 

 こちら、３ページと下の４ページで、歳入

予算の内訳を掲げております。 

 歳入予算では、３ページの５、地方交付

税、それから、４ページの９、国庫支出金と

15、県債が多くなっております。いずれも熊

本地震からの災害復旧関係などの事業増によ

るものでございます。 

 続いて、５ページをおめくりいただきま

す。 

 ５ページと６ページには、歳出予算の内訳

を記載しております。 

 主な事業といたしましては、５ページの

(4)その他で、平成28年熊本地震復興基金へ

の積立金を計上しております。 

 また、６ページの(2)災害復旧事業費で

は、いわゆるグループ補助金を増額している

ところでございます。 

 ７ページをお願いいたします。 

 今回の補正に伴いまして必要となります地

方債の補正内容を一覧にしております。 

 マイナスが立っている起債は、国庫補助の

導入や国庫補助率がかさ上げとなったことか

ら、県費負担が減少することに伴うものでご

ざいます。 

 以上が予算の概要でございます。御審議の

ほどよろしくお願い申し上げます。 

 

○髙木健次委員長 引き続き、担当課長から

議案について説明をお願いします。 

 

○倉光広報課長 広報課でございます。 

 お手元の総務常任委員会説明資料のほうを

お願いいたします。 

 ９ページをお開きください。説明資料の９

ページの上段に掲げております。 

 広報費につきましては、1,000万円の増額

をお願いしております。 

 右の説明欄をごらんください。 

 これは、風評被害の払拭や熊本のイメージ

アップ、そして、感謝の気持ちを県外へ伝え

る情報発信経費、くまもとの魅力発信事業の

増額分です。具体的には、被災後も変わらな

い熊本の魅力や震災から立ち上がろうとする

姿を、ＣＭのような動画におさめ、インター

ネットで発信するものです。 

 それらの動画を県の移住・定住サイトや観

光サイトなどにつなげ、移住促進や誘客の後

押しを図ることも狙いとしております。多く

の皆さんから応援してもらえるようなイメー

ジＣＭを作成したいと考えております。 

 以上、よろしく御審議をお願いいたしま

す。 
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○間宮危機管理防災課長 危機管理防災課で

ございます。 

 資料の９ページの下段をお願いいたしま

す。 

 ９月補正につきまして、防災総務費として

3,086万円余りを計上しております。これ

は、熊本地震デジタルアーカイブ事業でござ

いまして、熊本地震の教訓を後世に伝えるた

め、資料を収集し、デジタルデータとして記

録、整理、蓄積する経費でございます。 

 次に、10ページをお願いいたします。 

 ７月専決予算について御説明させていただ

きます。 

 防災総務費について、168万円余りを計上

しております。これは、災害の初動対応のた

めに、災害対策本部等に詰めて勤務する職員

のための食料等の備蓄経費でございます。 

 次に、資料の11ページをお願いいたしま

す。 

 ８月専決処分についてでございます。 

 防災総務費について、974万円余りを計上

しております。これは、平成28年熊本地震に

係る災害対応の検証のためのアンケート調査

等に要する経費でございます。 

 次に、資料の12ページをお願いいたしま

す。 

 債務負担行為の変更について御説明をさせ

ていただきます。 

 これは、災害関係機関との連絡に使うファ

クスのリース期間満了に伴いまして、機械の

更新を行うものでございます。平成29年度か

ら平成33年度までの５年間で、計124万円余

りを計上しております。 

 以上でございます。よろしくお願いしま

す。 

 

○竹内財政課長 財政課でございます。 

 資料のほう変わりまして、追号議案の先ほ

どの薄いほうの説明資料をお願いいたしま

す。 

 資料の９ページでございます。 

 財産管理費といたしまして、まず冒頭提案

分で13億2,000万円、それから追加提案分で

510億円の増額補正をお願いするものです。 

 説明欄記載のとおり、いずれも平成28年熊

本地震復興基金へ積み立てるものでございま

す。財源は、被災地支援宝くじの収益金と国

の経済対策に伴います特別交付税の追加分で

ございます。速やかに基金を活用できる環境

を整えておくため、今般、基金を造成させて

いただくものでございます。 

 基金条例の内容につきましては、後ほど別

途御説明させていただきます。 

 以上、御審議のほどよろしくお願いいたし

ます。 

 

○田原県政情報文書課長 県政情報文書課で

ございます。 

 説明資料の本体のほうで、14ページの下段

をお願いいたします。 

 大学費でございますが、震災分として

7,074万円余をお願いしております。 

 熊本県立大学においては、熊本地震に伴い

被災した学生が、経済的な理由により進学を

断念することがないよう、授業料、入学金、

入学試験検定料の減免を実施する予定でござ

います。この減免した学費に相当する額につ

きまして、県からの運営費交付金を追加交付

するものでございます。御審議のほどお願い

いたします。 

 

○下村総務事務センター長 総務事務センタ

ーでございます。 

 説明資料の15ページをお願いいたします。 

 上段の総務施設災害復旧費でございます

が、職員住宅の災害復旧に要する経費として

846万円余をお願いしております。 

 これは、このたびの熊本地震で被災しまし

た熊本市内の４カ所の県職員住宅の壁や天井
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などのひび割れや屋外の施設の破損などの復

旧に要する経費でございます。御審議のほど

よろしくお願いします。 

 

○満原財産経営課長 財産経営課でございま

す。 

 同じく、説明資料の15ページの下段をお願

いいたします。 

 財産管理費としまして、財産利活用推進費

5,413万円余の増額補正をお願いしておりま

す。 

 これは、ＦＭ推進県有施設集約化事業の通

常分といたしまして、県北広域本部、菊池振

興局内の敷地内に書庫を設置するための設計

及び建設に要する経費4,644万円と、それか

ら、震災分としまして、内牧にあります保健

所庁舎の機能を一の宮の阿蘇総合庁舎へ機能

を移転するための経費769万円余でございま

す。 

 次に、18ページをお願いいたします。 

 ６月22日知事専決詳細につきまして御報告

いたします。 

 財産管理費としまして、県職員宿舎借り上

げ費8,150万円余の補正を行いました。これ

は、地方自治法の規定に基づく他県からの派

遣職員を受け入れるための宿舎借り上げに要

する経費でございます。 

 次に、19ページをお願いいたします。 

 ８月８日知事専決予算についての御報告で

ございます。 

 総務施設災害復旧費といたしまして、県庁

舎等災害復旧費３億4,526万円余の補正を行

いました。これは、被災いたしました本庁

舎、本館、新館の復旧経費と、今回の震災で

大きな被害を受けました熊本土木事務所を、

九州農政局八王寺分室に仮移転させるための

経費でございます。 

 財産経営課は以上でございます。よろしく

御審議をお願いいたします。 

 

○塘岡私学振興課長 私学振興課でございま

す。 

 別冊、追号議案分の説明資料、これの10ペ

ージをお願いいたします。 

 私学振興課は、私学振興費及び教育施設災

害復旧費で予算を計上しております。 

 まず、私学振興費でございますが、冒頭提

案分といたしまして、肉づけ予算１億5,200

万円余と、追加提案分としまして、３億

4,800万円余の合計５億円余を計上しており

ます。これは私学振興のための助成費等でご

ざいます。 

 右の説明欄の上段をごらんください。 

 私学振興費のうち、私学振興助成費になり

ますが、主なものについて説明をいたしま

す。 

 冒頭提案分(3)の私立学校施設安全ストッ

ク形成促進事業ですが、私立学校施設の耐震

診断、耐震補強・改築工事や非構造部材の点

検工事、アスベスト関連の調査に要する経費

に対し、私立学校に助成を行うものでござい

ます。 

 また、その下、追加提案分の被災生徒授業

料等減免補助事業ですが、熊本地震で被災

し、就学が困難となった生徒の授業料等の減

免を行う私立学校に対し、当該減免相当額の

助成を行うものでございます。なお、３分の

２が国庫補助で賄われることになっておりま

す。 

 続きまして、教育施設災害復旧費でござい

ます。 

 追加提案分といたしまして、19億5,200万

円余を計上しております。 

 右の説明欄の下段をごらんください。 

 教育施設災害復旧費のうち、私立学校施設

災害復旧事業でございます。 

 私立学校施設災害復旧事業は、同地震によ

り被災しました私立学校が、施設の復旧を行

う場合に要する経費の６分の１を上限といた

しまして、国の補助に基づき、私立学校へ助
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成を行うものです。 

 別途、国から私立学校に対しまして、直接

２分の１が補助されるため、この６分の１補

助と合わせまして、合計３分の２に相当する

額が国の補助により賄われることになりま

す。 

 続きまして、次の11ページをお願いいたし

ます。 

 債務負担行為の設定をお願いするものでご

ざいます。 

 被災生徒入学金等減免補助でございます

が、これは、熊本地震で被災し、就学が困難

となった生徒の入学金及び受験料の減免を行

う私立学校に対しまして、当該減免相当額の

助成を行うものでございます。 

 入学金等の減免制度につきまして、生徒が

経済的負担の面から受験をためらうことがな

いよう、しっかりとした周知を図るために

は、受験前の時期に十分な周知期間が必要で

あることから、本議会での債務負担行為の設

定をお願いするものでございます。 

 以上、御審議のほどよろしくお願いいたし

ます。 

 

○沼川市町村課長 市町村課でございます。 

 先ほどの説明資料のほう、厚いほうにお戻

りいただきまして、資料16ページ下段をお願

いいたします。 

 自治振興費につきまして、13億4,000万円

の増額をお願いしております。 

 説明欄をごらんください。 

 まず１つは、震災分になりますが、市町村

自治宝くじ交付金として13億2,000万円の増

額をお願いするものです。 

 これは、全国宝くじ事務協議会から県に配

分された熊本地震被災地支援宝くじ収益金の

うち、県内市町村分について公益財団法人熊

本県市町村振興協会に交付するものになりま

す。先ほどの財政課分が県分で、この分が市

町村分になっております。 

 もう一つは、通常分でございます。地方創

生広域連携支援事業として2,000万円の予算

をお願いしております。 

 これは、国の枠組みによらない新たな広域

連携を推進するための市町村等が行う事業に

対して、県独自の交付金を交付するものにな

ります。 

 １ページお開きいただきまして、17ページ

上段のほうをお願いいたします。 

 これは、熊本県市町村振興資金貸付事業特

別会計になります。一般会計繰出金につきま

して、2,000万円の増額を計上しておりま

す。 

 説明欄をごらんください。 

 これは、先ほど16ページで御説明いたしま

した地方創生広域連携支援事業の財源とし

て、同額を一般会計に繰り出すものでござい

ます。 

 説明は以上でございます。御審議のほどよ

ろしくお願いいたします。 

 

○井芹税務課長 税務課でございます。 

 同じく、資料17ページ下段をお願いいたし

ます。 

 税務総務費で36億5,700万円余の増額をお

願いしております。地震発生以降、全国から

ふるさと納税により本県への寄附が増額した

ことに伴うものです。 

 説明欄の１、ふるさとくまもと応援寄附金

基金積立金をごらんください。 

 ふるさと納税で本県にいただいた寄附金

は、一旦、一般会計で受け入れておりますの

で、ふるさとくまもと応援寄附基金条例に基

づき、受け入れた寄附金を基金のほうに積み

立てるため支出するものです。 

 本県にいただいた寄附金は、直近の取りま

とめ、９月５日現在では約43億円になってお

りますが、今回、７月時点で見込んだ35億

2,400万円余を積み立てるものです。 

 次に、２の税務管理費の(1)ふるさとくま
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もと応援寄附金推進費は、寄附者に対する感

謝の品などの必要経費5,200万円余、(2)のく

まもと「ふるさと寄附金」市町村交付金は、

県において、県内市町村への寄附金分もあわ

せて受け付けておりますので、それを市町村

に交付する交付金7,900万円余でございま

す。 

 説明は以上です。御審議のほどよろしくお

願いいたします。 

 

○吉田企画課長 企画課でございます。 

 説明資料の21ページをごらんください。 

 ９月補正予算についてでございますが、計

画調査費で8,000万円余の増額をお願いして

おります。 

 説明欄のほうをごらんください。 

 企画推進費のうち、通常分として7,200万

円余の増額をお願いしております。 

 (1)の政策推進事業につきましては、くま

もと未来会議に要する経費でございます。

(2)の県民幸福量向上事業につきましては、

しあわせ部公式アプリの保守管理運用に要す

る経費でございます。(3)の留学生誘致支援

事業につきましては、留学生誘致支援及び受

け入れ環境整備を実施する大学コンソーシア

ム熊本に対する助成に要する経費でございま

す。(4)の次世代ベンチャー創出支援事業に

つきましては、創業初期のベンチャーが必要

とする研究開発等の事業化可能性調査の実施

に要する経費でございます。(5)のくまもと

版ＤＭＯ推進事業につきましては、熊本の観

光地域づくりを行う広域的な推進体制である

くまもと版ＤＭＯのブレーン的機能を担い、

観光行政の課題であるマーケティングやブラ

ンディング等を行う組織、くまもと版ＤＭＯ

の設立に対する助成等に要する経費でござい

ます。 

 次に、震災分として、ふるさと投資を活用

した被災中小企業の創造的復興につながる事

業計画作成支援及び成功事例収集・啓発に要

する経費として、800万円の増額をお願いし

ております。 

 次に、資料の26ページをお願いいたしま

す。 

 ７月の専決予算分でございます。 

 計画調査費につきまして、説明欄のとお

り、企画推進費として500万円余を計上して

おります。これは、熊本地震からの復旧、復

興に係る国への要望活動及び情報収集等に要

する経費でございます。 

 以上、御審議のほどよろしくお願いいたし

ます。 

 

○小牧地域振興課長 地域振興課でございま

す。 

 追加提案で経済対策分もお願いしておりま

すので、別冊の追号議案説明資料で御説明い

たします。別冊資料の一番最後のページにな

ります13ページをお願いいたします。 

 冒頭提案分で１億1,100万円余、追加提案

分で1,700万円余の増額をお願いしておりま

す。 

 右の説明欄により御説明いたします。 

 まず１、企画推進費の冒頭提案、通常分で

ございます。 

 (1)の地域づくりチャレンジ推進事業は、

地域住民等による自主的な地域づくりの取り

組みを支援するためのセミナーや研修等に要

する経費でございます。(2)の御所浦地域活

性化推進事業は、交流人口の拡大など、御所

浦地域の活性化に要する経費でございます。

(3)の人材ネットワーク構築事業は、熊本県

にゆかりのある人材のデータベース化による

移住促進、人材確保、産業振興等に向けた取

り組みに要する経費でございます。(4)の阿

蘇草原保全・活用事業は、阿蘇の草原を活用

した交流人口の拡大や草原再生の取り組みに

要する経費でございます。 

 次に、冒頭提案、震災分でございます。 

 地域づくりチャレンジ推進事業は、復興に
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向けた地域住民による自主的な地域づくりの

取り組みなどに対して、新たに復興枠を創設

して総合的に支援を行うための経費でござい

ます。 

 次に、追加提案の経済対策分でございま

す。 

 ふるさとワーキングホリデー推進事業は、

都市部の大学生等が、一定期間地方に滞在

し、働きながら地域住民との交流などを通し

て、地域の暮らしを学ぶ取り組みに要する経

費でございます。 

 最後に、２、国庫支出金返納金でございま

す。 

 地方創生チャレンジ推進事業国庫返納金

は、過年度交付金の確定に伴う国庫返納金で

ございます。 

 以上、御審議のほどよろしくお願いいたし

ます。 

 

○手島文化企画・世界遺産推進課長 文化企

画・世界遺産推進課でございます。 

 説明資料本体のほうにお戻りいただきまし

て、申しわけございません、23ページをお願

いいたします。 

 まず、計画調査費でございますが、通常分

850万円の増額をお願いしております。 

 右側の説明欄をごらんください。 

 プロジェクトＳＯＳＥＫＩは、夏目漱石生

誕150年、来熊120年の記念年における県内外

への熊本の漱石の情報発信に要する経費でご

ざいます。 

 次に、企画施設災害復旧費につきまして

は、通常分として1,500万円余の増額をお願

いしております。 

 博物館ネットワークセンター施設災害復旧

費は、６月20日から21日にかけての集中豪雨

により被災いたしました博物館ネットワーク

施設の崩壊したのり面の復旧に要する経費で

ございます。 

 以上、御審議のほどよろしくお願いいたし

ます。 

 

○藤井交通政策課長 交通政策課でございま

す。 

 24ページをお願いいたします。 

 まず、計画調査費として３億1,900万円余

を計上しております。 

 右の説明欄をごらんください。 

 空港整備促進費につきましては、通常分と

して、空港法の規定に基づく国が行う阿蘇く

まもと空港の誘導路改良等の国直轄事業に対

する県の負担金、３億600万円余を計上して

おります。 

 また、震災分として、大きな被害を受けま

した阿蘇くまもと空港の復旧につきまして

は、有識者会議や経済５団体から提言を受け

ております。その提言を踏まえ、復旧、機能

強化等の調査、検討に要する経費として

1,300万円を計上しております。 

 次に、企画施設災害復旧費につきまして

は、通常分として、６月の大雨により崩れた

防災駐機場ののり面等の復旧に要する経費、

300万円余を計上しております。 

 次に、資料26ページをお願いいたします。 

 ７月専決予算についてです。 

 計画調査費として、900万円余を専決処分

させていただいております。 

 右の説明欄をごらんください。 

 交通整備促進費につきましては、震災分と

して、甚大な被害を受けました益城町の中心

部から離れた場所に設置せざるを得なかった

応急仮設住宅、益城テクノ団地の入居者を対

象に、同団地と町中心部とを結ぶ路線バス利

用運賃の全額負担に要する経費900万円余で

ございます。 

 以上です。御審議のほどよろしくお願いい

たします。 

 

○坂本統計調査課長 統計調査課でございま

す。 
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 説明資料の25ページをお願いいたします。 

 統計調査総務費として、400万円余の増額

をお願いしております。 

 右側の説明欄をごらんください。 

 国から委託を受けて実施いたします統計調

査に従事する職員の確保等に要する経費の増

額でございます。 

 以上、御審議のほどよろしくお願いいたし

ます。 

 

○瀬戸会計課長 会計課でございます。 

 説明資料の28ページ、上段をお願いいたし

ます。 

 会計管理費といたしまして、298万8,000円

の増額をお願いしております。 

 右側の説明欄をごらんください。 

 会計事務ナビシステム開発に要する経費で

ございまして、これは、会計事務に関する各

種通知、取り扱い要領などの情報や様式等、

ナビゲーション形式のシステムに集約するこ

とによりまして、担当職員が行う事務の効率

性向上と事務処理のミスの未然防止を図り、

より一層適正な会計事務の執行を進めるため

のものでございます。 

 以上でございます。御審議のほどよろしく

お願いいたします。 

 

○石川管理調達課長 管理調達課でございま

す。 

 同じく、説明資料28ページの下段のほうを

お願いいたします。 

 今回、会計管理費といたしまして、189万

円余の増額補正をお願いするものでございま

す。 

 右の説明欄をお願いいたします。 

 通常分の集中調達事務改善事業でございま

すが、これは、現在、必要な事務用品等につ

きましては、紙のカタログ冊子から選んでお

りますけれども、これにかえまして、電子カ

タログのソフトを導入することで、購入に伴

います職員の事務負担を軽減するための経費

でございます。 

 以上でございます。御審議のほどよろしく

お願いいたします。 

 

○中島議会事務局次長 議会事務局でござい

ます。 

 同じく、資料の30ページをお願いいたしま

す。 

 さきの熊本地震により、議会棟施設の議場

天井板の落下を初め、各種被害を受けており

ます。これらの災害復旧工事に早急に着手す

るため、議会施設災害復旧費として3,675万

円を７月専決処分させていただいておりま

す。 

 以上でございます。よろしく御審議のほど

お願いいたします。 

 

○竹内財政課長 資料のほう、31ページをお

願いいたします。 

 議案第10号平成28年熊本地震復興基金条例

の制定についてでございます。 

 説明は、右側32ページのほうでさせていた

だきます。 

 今回、復興基金を新設するための条例制定

でございます。 

 まず１、条例制定の趣旨でございますが、

平成28年熊本地震による災害からの早期の復

興を図るための事業に要する経費に充てるた

め、基金を設置する必要があるというもので

ございます。 

 ２、主な内容でございますが、７条構成

で、設置目的、積み立て、管理、処分等につ

いて規定しております。一般的な基金条例と

同様の内容としております。 

 ３の施行期日でございますが、公布の日と

しております。 

 基金事業の実施期間を、東日本大震災と同

様に10年間としていることから、清算手続の

期間を考慮いたしまして、平成38年12月31日
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限り、その効力を失うと規定しております。 

 ここで、その他報告の中で入れております

復興基金についてという資料で、復興基金の

関係、そのまま説明をさせていただきます。

右肩に、四角囲みで総務常任委員会報告資料

と入れているＡ４、１枚紙でございます。 

 記載しております内容は、本会議の一般質

問に対しまして、総務部長から御答弁させて

いただいているものを文字にしております。 

 まず、２の基金の使途、運用に記載してお

りますとおり、今回、特別交付税での財源支

援が行われるということでございまして、総

務省におきましても、事業内容や事業期間、

これは県において自主的に判断するというふ

うにされております。 

 そのため、３の活用事業の枠組みというと

ころをごらんいただきたいんですが、こちら

に記載しておりますとおり、被災者や被災し

た事業者などの負担軽減を大前提としている

ところでございます。単に県や市町村の負担

を減らすために活用するものではないという

ことでございます。  

 その上で、枠組みというのを下に書いてご

ざいますが、復旧、復興の３原則に基づきま

して、被災者等の負担軽減や地域活動の拠点

施設への復旧支援、それから地域の防災能力

の向上、そして被災した産業の復旧や観光拠

点づくりへの支援、こういった枠組みを基本

に活用していきたいというふうに考えており

ます。 

 最後に、４の基金活用事業の選定のところ

でございますが、前段２つのところにつきま

しては、先ほどまでに御説明させていただい

たとおりなのですが、３つ目のポツでござい

ます。実施事業の第１弾につきましては、次

期定例会で予算化できるように取り組みを進

めていくこととしております。 

 復興基金の条例関係につきましては以上で

ございます。御審議のほどよろしくお願いい

たします。 

 

○沼川市町村課長 市町村課です。 

 また、大もとの説明資料のほうにお戻りい

ただきまして、33ページをお願いいたしま

す。 

 第11号議案の熊本県議会議員及び熊本県知

事の選挙における選挙運動の公費負担に関す

る条例の一部を改正する条例の制定について

でございます。 

 内容につきましては、34ページのほうをお

願いします。 

 まず、条例改正の趣旨でございます。 

 公職選挙法の施行令の一部改正を踏まえま

して、県条例の関係規定を整備するものでご

ざいます。 

 ２、主な改正内容でございますが、記載し

ております(1)から(3)のとおり、選挙運動に

係る公費負担の引き上げを行う改正でござい

ます。 

 公職選挙法に基づき、県議会議員や県知事

の選挙では、県条例で定めるところにより、

選挙運動用の自動車やビラ、ポスターに係る

費用の公費負担ができることとなっておりま

す。 

 ４月の公職選挙法施行令の改正によりまし

て、この公費負担の限度額につきまして、消

費税増税を踏まえた引き上げが行われたこと

を受けまして、今回、県条例につきまして

も、同様に改めるものでございます。 

 なお、条例の３にありますとおり、施行期

日ですが、公布の日からとしております。 

 説明は以上でございます。御審議のほどよ

ろしくお願いいたします。 

 

○井芹税務課長 税務課でございます。 

 資料の35ページをお願いいたします。 

 第12号議案熊本県税条例の一部を改正する

条例の制定についてでございます。 

 資料の36ページの条例案の概要で御説明い

たします。 
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 １の条例改正の趣旨ですが、都市再開発法

の一部改正に伴い、県税条例で引用している

都市再開発法の条項にずれが生じましたの

で、関係規定を整理する必要が生じたため、

条例改正を行うものです。 

 この都市再開発につきましては、都市再開

発法に基づきまして、市街地内の老朽建築物

が密集している地区を対象に、敷地を統合し

て共同建築物を建築するなどして、土地の高

度利用を図る事業を行うことがあります。 

 その際、当該事業の施行に伴い、施行地域

内にある土地に権利の移動があった場合に、

県税条例では、その権利移動に対して課税さ

れる不動産取得税を減免する規定を設けてお

ります。 

 その規定の中に、都市再開発法の条項を引

用しておりましたけれども、この都市再開発

法の一部改正でその条項にずれが生じたた

め、県税条例のほうも規定の整理を行うもの

でございます。 

 ３の施行期日は、公布の日でございます。 

 説明は以上でございます。よろしく御審議

をお願いいたします。 

 

○田原県政情報文書課長 県政情報文書課で

ございます。 

 報告に入ります。報告第５号及び報告第38

号の２件につきまして、関連いたしますの

で、一括して報告をさせていただきます。 

 まず、資料37ページ、報告第５号公立大学

法人熊本県立大学の経営状況を説明する書類

の提出についてでございます。 

 別冊資料により御説明いたします。別冊資

料、表紙に公立大学法人熊本県立大学の経営

状況を説明する書類と記載しているものでご

ざいます。主な項目について御説明申し上げ

ます。 

 ２枚おめくりいただきまして、１ページを

お願いいたします。 

 １ページから２ページは、法人の役員、審

議機関、学生数など、大学の概要及び組織図

でございます。説明を省略いたします。 

 ３ページをお願いいたします。 

 平成27年度の事業の実施状況でございま

す。教育、研究、地域貢献などの項目ごと

に、５ページまで記載しております。 

 まず、(1)教育に関しましては、食健康と

食育に係る人材養成拠点の形成を目指して、

平成18年に始めました食育推進プロジェクト

が10周年を迎えたこと、２つ目、地域課題解

決に向け、「もやいすと」として人材育成す

るため、全学共通教育の新カリキュラムをス

タートしたことなどが主な取り組みでござい

ます。 

 次に、(2)研究に関しましては、平成23年

度から取り組んでおります有明海・不知火海

流域圏における環境共生型産業に関する研究

について、研究数、学会発表件数などが前年

を上回る実績を上げたこと、長崎大学及び福

岡工業大学との間で締結しました環境分野に

おける包括的連携協定に係り、シンポジウム

の開催等が主な取り組みでございます。 

 ４ページの(3)地域貢献に関しましては、

平成26年度に採択されました文科省補助事業

の地(知)の拠点整備事業の推進、また、新た

に採択されました地(知)の拠点大学による地

方創生推進事業に係る取り組み、熊本県のフ

ードバレー構想への参画などが主な取り組み

でございます。 

 (4)国際化に関しましては、昨年11月に開

催したシンポジウム、日米中関係の新展開、

これは世間の注目を集めまして約700名の参

加があったこと、平成26年度から受け入れて

おります水銀研究留学生について、平成27年

度も２名を受け入れたことなどが主な取り組

みでございます。 

 このほか、学生生活支援面では、授業料減

免制度の経済・成績要件緩和による対象者の

増加、また、業務運営の改善につきまして

は、資料記載のとおりの取り組みが実施され
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たところでございます。 

 次に、６ページをお願いいたします。 

 財務諸表でございます。 

 ６ページが貸借対照表、７ページが損益計

算書でございますが、７ページ、損益計算書

の一番下の欄にございますように、当期は

4,020万円余の損失が生じております。 

 その原因は、学内情報システムの減価償却

費、利息等の増や退職金の増加などにより生

じたもので、この損失につきましては、地方

独立行政法人法の規定に基づき、法人が前年

度までに積み立ててきました目的積立金を減

額して整理することとなります。 

 ８ページをお願いいたします。 

 このページから15ページにかけましては、

熊本県立大学の概況を示す資料として添付し

ております。 

 ９ページをお願いいたします。 

 まず、入学者の状況につきましては、平成

28年度は、78％以上が県内出身者であり、学

生数、学部構成が、同規模のほかの大学と比

べ、その割合が高い傾向にございます。 

 10ページをお願いいたします。 

 進路状況ですが、就職率については徐々に

増加し、過去５年間で最高となっておりま

す。 

 11ページをお願いします。 

 就職状況でございますが、過去５年間の県

内への就職率は、55％前後で推移しておりま

す。 

 12ページ、業種別の就職状況では、構成割

合に大きな変化はございませんが、公務員が

平成24年度以降、毎年増加しております。 

 13ページをお願いします。 

 地域からの受託研究、協働研究の推移を記

載しております。全体として増加傾向にござ

います。 

 また、授業公開講座の実施状況について

は、ほかの大学と比べ、非常に高い件数を示

しております。 

 14ページをお願いします。 

 外国人留学生の受け入れにつきましては、

水銀研究留学生を含め、19名を受け入れてお

ります。 

 15ページをお願いします。 

 管理栄養士国家試験合格率につきまして

は、平成27年度は、目標合格率の90％を下回

っております。 

 次に、16ページをお願いします。 

 平成28年度の事業計画でございます。 

 まず、教育の質の向上のために、平成29年

度から施行する総合管理学部の新カリキュラ

ムの作成、国の動き等を踏まえた取り組み、

独自の学修評価手法の開発に係る取り組みな

どが計画されております。 

 また、特色ある研究の推進に向けては、新

たな研究テーマ、地域伝来文献の横断的研究

に係る取り組みのほか、これまでに引き続

き、有明海・不知火海流域圏に係る研究、地

域の環境共生型社会の構築に関する研究の推

進などが計画されております。 

 また、地域貢献活動のさらなる推進に向け

た取り組みとしましては、文科省補助金であ

ります地(知)の拠点整備事業、地(知)の拠点

大学による地方創生事業、それぞれを展開す

るとともに、関係機関との連携推進に向けた

取り組みなどが計画されております。 

 18ページの予算をお願いいたします。 

 平成28年度の予算規模といたしましては、

総額24億6,200万円余でございます。財源と

いたしましては、授業料収入、県が交付する

運営交付金が主となっております。 

 県立大学の経営状況の説明につきましては

以上でございます。 

 次に、２つ目の報告、委員会資料46ペー

ジ、報告第38号公立大学法人熊本県立大学の

平成27年度に係る業務の実績に関する評価に

ついてでございます。 

 こちらも別冊資料で御説明いたします。表

紙に、平成27年度公立大学法人熊本県立大学
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業務実績評価書と記載しているものをお願い

いたします。 

 この報告は、地方独立行政法人法により、

熊本県公立大学法人評価委員会が行った昨年

度の業務実績に係る評価につきまして、知事

が議会に報告することと定められているもの

でございます。 

 この評価委員会は、４月11日と８月８日の

２回開催され、審議が行われました。 

 評価書の１ページをお願いいたします。 

 １ページから２ページにかけまして、業務

実績の全体評価が記述されております。 

 取り組み内容につきましては、先ほどの経

営状況の説明と重複いたしますので、簡単に

申し上げます。 

 まず、教育につきましては、10周年を迎え

た食育推進プロジェクトのさまざまな取り組

み、全学共通教育の新カリキュラムのスター

ト、「もやいすと」育成システムの構築、総

合管理学部における新カリキュラムの構造等

の決定などが、着実な実績として評価されて

おります。 

 次に、研究につきましては、有明海・不知

火海流域圏における研究が前年を上回る実

績、長崎大学及び福岡工業大学との連携によ

ります取り組みなどが評価されております。 

 地域貢献につきましては、地(知)の拠点整

備事業、地(知)の拠点大学による地方創生推

進事業に係る取り組みのほか、県南フードバ

レー構想への継続的な参画などが評価されて

おります。 

 国際交流につきましては、日米中関係の新

展開と題した国際シンポジウムの成功、学生

生活支援につきましては、授業料減免制度の

見直し等が評価されております。 

 以上のことから、１ページの冒頭にありま

すとおり、第２期中期計画は順調に進捗して

いると評価されております。 

 ただし、課題といたしまして、先ほども触

れましたとおり、平成27事業年度の決算にお

いて、約4,000万円の損失が生じたことが挙

げられております。 

 ほかにも、管理栄養士国家試験の目標合格

率90％が達成できなかったこと、また、法改

正により事業者の義務となりましたストレス

チェック制度がまだ実施されていないことに

ついて、指摘がなされております。 

 ３ページ以降には、項目別の評価を記載し

ておりますが、説明は省略させていただきま

す。 

 報告第５号及び38号については以上でござ

います。よろしくお願いいたします。 

 

○小牧地域振興課長 地域振興課でございま

す。 

 説明資料の38ページをごらんください。 

 報告第６号フィッシャリーナ天草株式会社

の経営状況を説明する書類の提出についてで

ございます。 

 別冊、フィッシャリーナ天草株式会社の経

営状況を説明する書類により御説明いたしま

す。１ページをお開きください。 

 まず、会社の概要でございます。 

 フィッシャリーナ天草は、上天草市松島町

において、マリーナの運営や船舶整備等を主

な事業としております。資本金は３億3,500

万でございます。役員は、下段の表のとおり

でございます。 

 ２ページをお開きください。 

 ５の株主の状況は、本県、上天草市など９

団体であり、本県所有の株式数は2,340株、

全株式の34.9％でございます。 

 ３ページをお開きください。 

 次に、平成27年度の事業報告でございま

す。 

 フィッシャリーナ天草株式会社は、平成９

年のマリーナオープン以降、厳しい経営が続

き、累積赤字が膨らんできました。 

 そのような中、平成24年６月に、平成28年

度までの単年度黒字化を目標とした中期経営
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戦略を策定し、抜本的な経営改善に取り組む

こととしました。 

 その取り組みの成果として、平成27年度決

算において、平成25年度から３年連続して、

保管隻数、売上高、売り上げ総利益などの指

標で、中期経営戦略の計画目標を上回りまし

た。 

 保管隻数については、前年度と比較して１

隻減少する結果となりましたが、平成26年度

に、パールマリーナから移管された48隻の保

管料が通常ベースで収入されたことや、施設

の改善やマリーナサービスの充実により上下

架料等が増加した結果、当期利益は、前年度

比で276万3,000円増の137万4,000円の利益と

なり、長年の課題でありました単年度黒字化

を達成したところでございます。 

 また、平成26年度の熊本ヤマハ株式会社の

マリーナ機能移管に伴い、県保有株の同社へ

の譲渡と経営参画について協議を重ねた結

果、平成26年度から５年間かけて、県の保有

株1,510株を熊本ヤマハ株式会社に売却する

契約を締結しております。 

 これによりまして、県の出資割合は、譲渡

前48％でしたが、平成30年度には25.5％まで

下がる見込みとなっております。 

 ４ページをお願いいたします。 

 上の表が実績、下の表が中期経営戦略にお

ける目標値です。 

 太枠で囲んだところが平成27年度ですが、

来場者数を除き、全ての指標で目標値を上回

っております。 

 次に、５ページの収支決算書についてでご

ざいます。 

 平成27年度の売上高は7,861万円余、一番

下の段になりますが、当期純利益は、先ほど

も述べましたが、長年の課題でございました

単年度の黒字化を達成する、プラス137万円

余となりました。 

 貸借対照表及び財産目録については、６ペ

ージ、７ページのとおりでございます。 

 次に、28年度事業計画について御説明いた

します。８ページをお開きください。 

 今年度も、中期経営戦略に基づく収支の改

善に引き続き努めて、累積赤字解消に向けて

取り組んでまいります。 

 具体的には、(1)に記載しておりますよう

に、営業活動の強化として、県外ボートショ

ーでのＰＲや長崎出島マリーナ等との連携強

化を図るなど、県外での営業活動を積極的に

展開していくとともに、利用ポイント制度な

ど、マリーナサービスのさらなる周知や充実

を図ってまいります。 

 また、下段の２、中期経営戦略に取り組む

ための体制づくりに記載しておりますとお

り、正副社長で構成する運営会議を必要に応

じて開催し、会社一丸となって収益の改善に

努めていくこととしております。 

 最後に、９ページに、平成28年度の収支予

算書を記載しております。 

 平成28年度は、5,991万円余の売上総利益

を見込む一方、販売費及び一般管理費として

5,972万円を見込み、当期利益は64万円余と

なる見込みとなっております。 

 以上、御審議のほどよろしくお願いいたし

ます。 

 

○手島文化企画・世界遺産推進課長 文化企

画・世界遺産推進課でございます。 

 公益財団法人熊本県立劇場の経営状況につ

いてでございます。 

 説明資料の39ページ、報告第７号でござい

ますが、お手元の別冊、公益財団法人熊本県

立劇場の経営状況を説明する書類にて御報告

をさせていただきます。 

 ２枚おめくりいただき、１ページをお願い

いたします。 

 事業報告でございます。 

 １段落目でございますが、昭和57年に、本

県の芸術、文化の振興のため設立された財団

法人熊本県立劇場でございますが、公益法人
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に係る制度改正に伴い、平成24年４月１日を

もって公益財団法人に移行しております。 

 特徴的なこととして、３段落目でございま

すが、平成27年度の県立劇場への入場者数及

び施設利用率について、一般入場者数が前年

度を上回っております。これは、平成26年度

に約３カ月間の工事による施設貸し出し停止

があった影響でございます。 

 なお、利用率は前年度を下回っております

が、これも工事によって開館時期に集中した

ことが主な要因と考えられ、過去10年間の利

用率の推移で見ますと、ほぼ横ばいでござい

ます。 

 ２ページの収支決算の状況の表をお願いい

たします。 

 事業活動収入は４億4,930万円余、事業活

動支出は４億6,550万円余で、平成27年度の

事業活動収支は1,620万円余の赤字でござい

ます。 

 これは、定年退職者２名の退職給付支出が

3,720万円余りとなったことが主な要因で、

投資活動収入の中の退職給付引当資産取崩収

入で対応しております。なお、投資活動収支

としては、3,520万円余りの黒字でございま

す。 

 その結果、表の下から３段目、当期収支差

額でございますが、1,430万円余の黒字で、

これに前期繰越収支差額を加えました次期繰

越収支差額は2,700万円余の黒字でございま

して、財務の健全性は保たれているところで

ございます。 

 ３ページ、上の表をお願いいたします。 

 管理運営業務の委託料は３億5,480万円余

でございます。平成26年度と比較して4,160

万円余の増となっておりますのは、先ほど申

し上げました、平成26年度の改修工事による

約３カ月間の施設貸し出し停止期間に伴う委

託料の減額を行ったこと、それから、平成27

年度に台風災害による施設復旧で委託料を増

額したことが影響しているものでございま

す。 

 以上により、平成27年度は、委託料総額と

して、平成26年度より4,220万円余り増額と

なっております。 

 (2)の使用料の収納業務で、使用料総収入

が前年比2,340万円余の増となっております

が、これも前年度の改修工事の影響によるも

のです。 

 (3)の入場者数及び利用率については、さ

きに事業報告で御説明させていただきました

ので、省略させていただきます。 

 (4)の文化事業は、①の芸術文化の創造拠

点として取り組む事業、それから、４ページ

中ごろの②の芸術文化の普及拠点として取り

組む事業など、ここに記されたような事業を

実施するものでございます。 

 なお、申しわけございません。法人の概要

を５ページに記載しております。申しわけご

ざいませんが、６ページに記載ミスがござい

ます。③の事業局の職員数でございますが、

契約社員がここには８名とございますが、正

しくは９名でございます。また、それに伴い

まして、下の図の真ん中の一番下、ホール課

長の下の契約職員４名が、５名の誤りでござ

いました。訂正させていただきます。まこと

に申しわけございません。 

 ７ページからは、先ほど概要を御説明いた

しました、平成27年度決算に関する財務諸表

でございます。 

 まず、７ページと８ページが収支計算書で

ございます。内容につきましては、先ほど御

説明したとおりでございます。 

 ９ページと10ページは、収支計算書内訳表

でございます。 

 これは、先ほどの収支計算書について、公

益目的事業会計、収益事業等会計、法人会計

ごとの内訳を示したものでございます。 

 12ページは、貸借対照表でございます。 

 １、資産の部の一番下、12ページの中ほど

でございますが、昨年度末時点の資産合計は
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１億7,000万円余であり、昨年度比で約3,430

万円余の減となっております。主な理由は、

退職手当の支給と資産の減価償却が進んだた

めでございます。 

 また、表の下から２段目、正味財産の合計

は１億760万円余であり、平成26年度比で約

680万円の増となっております。 

 この正味財産の増減についての詳細を記し

ましたのが、14、15ページの正味財産増減計

算書でございます。 

 以上が平成27年度の事業の概要及び決算の

状況でございます。 

 続きまして、22ページをお願いいたしま

す。 

 平成28年度の事業計画及び予算についてで

ございます。 

 平成28年度についても、引き続き、県立劇

場の管理運営業務を行うとともに、舞台芸術

を中心とした文化事業を実施することによ

り、本県の芸術文化の振興を図ることとして

おります。 

 また、下の米印以下に、平成28年熊本地震

を踏まえての記述を加えさせていただいてお

ります。 

 23ページをお願いいたします。 

 平成28年度の予算についてでございます

が、23ページ、下から９段目記載の経常収支

の収益の合計が約４億8,380万円余、23ペー

ジ、一番下の段に記載の経常費用の合計が約

５億2,170万円余で、24ページ、表の中ほど

の当期経常増減額は3,790万円余のマイナス

となっております。 

 このマイナスにつきましては、昨年度の繰

越金、事業積立資産から取り崩して対応する

予定でございます。 

 なお、この繰越金や積立金は、前年度以前

からの積み立てでございますので、今年度の

収支予算を計上するこの損益収支予算書には

収入として計上されておりません。 

 公益財団法人熊本県立劇場の経営状況の報

告は以上でございます。よろしくお願いいた

します。 

 

○藤井交通政策課長 交通政策課でございま

す。 

 説明資料40ページ、報告第８号から、43ペ

ージ、第11号まで、交通政策課で所管してお

ります天草エアラインなど４社につきまし

て、別冊の経営状況を説明する書類により御

説明させていただきます。 

 まず、天草エアライン株式会社の経営状況

を説明する書類の１ページをお開きくださ

い。 

 事業報告について御説明いたします。 

 熊本県天草市、上天草市、苓北町などが出

資する天草地域の唯一の高速交通機関であり

ます天草エアラインは、地域住民の足、地域

の医師確保を含めたライフラインとして、必

要不可欠な存在となっています。 

 平成27年度は、機材をＤＨＣ―８から日本

初導入となるＡＴＲ42―600型機へ更新して

おります。 

 この機材の更新に伴いまして、27年８月24

日から約半年間、新機材の運用乗務員などの

訓練のため、天草―福岡間、１日２往復、４

便に減便運航いたしました。その結果、利用

者数が大幅に減少、総売上高は、対前年度比

15.2％減の６億2,000万余となりました。 

 一方、営業費用は、乗務員等訓練費など、

機材更新に関する経費が大幅に増加したもの

の、単価下落などによる燃料費の減少などに

よりまして、対前年度比7.9％減、８億2,000

万余となりました。 

 最終的に経常損失は１億5,900万円余と計

上しましたが、機材整備費補助金等の特別利

益により、最終的に当期純利益は400万円と

なりました。 

 ２ページ、３ページにかけては、株式の状

況、取締役などの会社概要を記載しておりま

す。 
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 ４ページをごらんください。 

 収支決算書について説明いたします。 

 先ほど御説明しましたが、営業収益等は先

ほど説明しましたとおりです。 

 営業外損益の部ですが、特別利益として、

天草市、上天草市及び苓北町からの新機材購

入の補助金など24億7,500万円余を計上、特

別損失として、補助金を活用して購入した固

定資産の税法上の処理、いわゆる圧縮記帳に

よります23億800万円余を固定資産圧縮損と

して計上しました。最終的に、先ほど申し上

げた、400万円余の利益となりました。 

 ５ページ、６ページには、貸借対照表、財

産目録を記載しております。 

 次に、７ページをお開きください。 

 28年度の事業計画について御説明いたしま

す。 

 27年度に機材を更新したことに伴い、客席

数が39席から48席に増加したため、28年度は

利用客の増加が期待されておりました。しか

し、地震の発生により、天草地域の被害は少

ないものの、やはり観光客が減少したという

話も聞いております。まだその懸念もござい

ますので、地元の天草空港利用促進協議会な

どと一体となって、より一層の増収、利用促

進に取り組むこととしております。 

 会社からの情報によりますと、８月は、帰

省等を含め、大変好調だったとのことです。 

 また、天草エアラインは、県外からの医師

通勤手段となる、天草地域において重要な役

割を果たしておりますので、安定した運航に

努めてまいります。 

 ８ページをごらんください。 

 28年度の収支予算書についてです。 

 売上高は７億7,000万余、営業費用につき

ましては、売上原価９億5,000万円余、販売

費、一般管理費を9,000万円余と見込み、差

し引き営業損失は２億6,000万円余を見込ん

でおります。 

 機材更新に伴います旧機材ダッシュ８の売

却収入など、特別利益などを見込んでおりま

して、加味しますと、税引き後、当期純利益

は5,700万円余を見込んでおります。 

 天草エアラインについては以上です。 

 次に、熊本空港ビルディング株式会社の経

営状況を説明する書類について御説明いたし

ます。 

 １ページをお願いいたします。 

 27年度の事業報告について御説明いたしま

す。 

 中ほどに記載がありますように、阿蘇くま

もと空港の利用状況につきましては、国内線

の旅客者実績、310万9,566人で10万7,760人

の増加となり、18年度に次ぐ２番目の実績で

した。これは有料者を統計したものでござい

ます。 

 国際線の旅客者実績は、７万381人で１万

8,669人の増加となり、開港以来、初めて７

万人を突破しました。ソウル線に加え、台

湾・高雄線、香港線が定期便として就航し、

旅客数がインバウンドを中心に大幅に伸びた

ことによるものです。 

 その結果、国内線、国際線の旅客数の合計

は317万9,947人となり、過去最高を記録しま

した。 

 国内貨物につきましては、取扱量は１万

6,567トン、対前年比98.1％でございます。 

 空港ビルでは、インバウンド増加を受けま

して、平成27年12月から、消費税免税カウン

ターを空港では全国で初めて設置したところ

です。 

 ４ページをお願いいたします。 

 ４ページから５ページにかけて、会社の概

要と株主の状況、取締役等の記載をしており

ます。 

 ６ページをお願いいたします。 

 ここで、27年度収支決算書について御説明

いたします。 

 営業収益は、航空会社やテナントなどから

の賃貸料収入や直営レストランの売り上げ等
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により、16億3,620万円余となっておりま

す。 

 一方、純仕入高、販売費及び一般管理費の

合計が13億6,075万円余となっており、その

結果、営業利益が２億7,545万円余、これに

営業外損益を加味、加減しました経常利益が

３億7,232万円余となり、最終的に当期純利

益は２億5,249万円余の黒字となっておりま

す。 

 ７ページをお願いいたします。 

 ７ページから９ページには、貸借対照表及

び財産目録について記載しております。 

 10ページをお願いします。 

 28年度事業計画について御説明いたしま

す。 

 ２段目にありますように、本年度は、熊本

地震で大きく損傷した空港ターミナルビル施

設の復旧作業を最優先で推し進め、安全、安

心を第一に、早期復旧するよう努めていくこ

ととしております。 

 また、４段目にありますように、今後は、

地震後の復旧工事と並行させ、国際線ビルの

改修等を含め、空港の機能強化等について

国、県と協議、検討していくこととしてお

り、経営に関しても、経費を見直すととも

に、空港利用者の増加を図るなどの経営努力

に取り組んでいくこととしております。 

 11ページをお願いいたします。 

 平成28年度収支予算書について御説明いた

します。 

 平成28年度は、熊本地震の影響により営業

収益は対前年度比78％の12億7,880万円余、

純仕入高と販売費及び一般管理費は、対前年

比87％の11億5,071万円余を見込んでおり、

営業利益としては、対前年度比46％の１億

2,671万円余を見込んでおります。 

 最終的に、当期純利益は、対前年度比70

％、１億7,700万円余を見込んでおるところ

でございます。 

 ただし、この見込み額につきましては、地

震による復旧費用等の特別損失と地震保険金

収入、これは保険を掛けております25億円の

限度額につきまして、仮で計上しております

ので、これが変動した場合は最終損益も変わ

る可能性がございますので、申し添えたいと

思います。 

 以上です。 

 次に、豊肥本線高速鉄道保有株式会社の経

営状況について御説明いたします。 

 資料１ページをお開きください。 

 豊肥本線高速鉄道保有株式会社は、ＪＲ豊

肥本線の熊本駅―肥後大津駅間、22.6キロメ

ートルの電化を行うため、平成９年11月に設

立されました。 

 国からの補助金、県や沿線市町、ＪＲ九州

からの出資金及び銀行からの借入金を財源

に、電化施設の整備や車両の購入を行い、そ

れらをＪＲ九州に貸し付け、使用料を会社の

収入としております。 

 平成27年度の売上高であるＪＲ九州からの

使用料収入は、前年度末で車両の使用に関す

る契約が満了したことに伴い、１億660万円

に減少しましたが、施設の損傷等はなく、計

画どおりの収入でございました。 

 当期純損益は、前事業年度の3,587万円余

に対し、85％減の537万円で、３年連続黒字

となりました。 

 ２ページをごらんください。 

 ２ページから３ページにかけては、株式の

状況、役員の状況等を記載しております。 

 ４ページをごらんください。 

 収支決算書でございます。 

 営業損益の部ですが、営業収益の売上高１

億660万円に対し、営業費用は、売上原価が

8,910万円余、販売費、一般管理費が1,238万

円余であり、営業利益は510万円余となりま

した。 

 次に、営業外損益の部ですが、営業外収益

としまして、受取利息、雑収入で214万円

余、営業外費用はございません。当期純利
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益、537万円余でございます。 

 ５ページには、貸借対照表を記載しており

ます。 

 ６ページをお開きください。 

 28年度の事業計画でございます。 

 車両使用に関する契約が26年度で満了した

ことに伴い売上高が減少しましたが、引き続

き、ＪＲ九州からの施設使用料によって収益

を確保し、投下資金を回収していくこととし

ています。 

 ７ページをごらんください。 

 収支予算書です。 

 営業収益は、施設使用料として１億660万

円、そこから営業費用である売上原価、販売

費及び一般管理費を差し引いて営業利益760

万円余を見込み、営業外損益を加味した当期

純利益は870万円を見込んでおります。 

 以上でございます。 

 次に、肥薩おれんじ鉄道株式会社の経営状

況について御説明します。 

 資料１ページをお願いいたします。 

 肥薩おれんじ鉄道は、年間124万人が利用

する、地域住民にとって欠かせない公共交通

機関であります。熊本、鹿児島両県とＪＲ九

州の支援を得ながら、安定的な運営に努めて

おるところでございます。 

 ３つ目の段落に記載しております。 

 27年度は、中期経営計画に基づき収支改善

に取り組み、平成25年３月に運行を開始した

おれんじ食堂を中心に、国内外旅行エージェ

ントへの販売促進や各種イベント等による団

体客の獲得に努めてまいりました。 

 そのことにより、沿線人口の減少等に伴い

定期利用が減少する中、定期外利用が増加し

たことにより、旅客運輸収入は横ばいとなり

ましたが、受託工事収入が減少したことによ

り、営業収益は、対前年比１億9,800万円減

の13億8,100万円となりました。 

 一方、営業費用は、受託工事の減により、

対前年度比１億4,300万円減の19億8,200万円

となりました。 

 この結果、営業損失は、対前年度比7,100

万円増の６億1,200万円を計上しましたが、

運行支援補助金等の特別利益により、当期純

利益は4,400万円を確保しました。 

 ２ページをごらんください。 

 一番上の利用者数でございますが、平成16

年度は188万人でございましたが、平成27年

度は124万人と、開業当初から約34％の減と

なっており、厳しい経営状況が続いておりま

す。 

 ３ページから４ページにかけましては、本

年７月１日現在の会社の概要を記載しており

ます。 

 ５ページをお開きください。 

 営業損益等は、先ほど御説明したとおりで

ございます。 

 営業外損益の部ですが、主に国、県などか

らの補助金による特別利益が８億3,630万円

余となります。税引き後、当期純利益は

4,375万円となりました。 

 ６ページには、貸借対照表を記載しており

ます。 

 ７ページをお開きください。 

 28年度の事業計画でございます。 

 事業方針の下から３行目に記載しておりま

すが、おれんじ食堂などの活用による営業力

を強化するとともに、施設整備に着実に取り

組み、経営の安定化、安全運行に努めてまい

ります。 

 事業内容のところですが、主なものを御説

明申し上げます。 

 ７ページ、(1)①に記載しておりますよう

に、個人、団体の旅客の獲得に力を入れ、定

期外運輸収入の増収を図ることとしておりま

す。 

 ８ページをお開きください。 

 先ほど申しましたように、国、県からの補

助金等が支えとなっておりますので、国に対

して、新たな支援制度の創設や現制度の改善
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等について、要望活動を行うこととしており

ます。 

 また、地域の重要な公共交通機関として安

定的経営を行うため、平成29年度から平成33

年度を経営計画期間とします中期経営計画の

策定を行うこととしております。 

 収支予算書でございます。 

 収益の部ですが、営業収益は、旅客運輸収

入、鉄道線路使用料収入、その他の収入など

で20億6,900万円余を見込んでいます。 

 費用の部ですが、営業費用につきましては

23億5,400万円余、結果として、営業損益は

２億8,000万円余の損失を見込んでおりま

す。 

 被災しておりませんが、これに加えて、今

年度同様、主に国、県などからの補助金等に

よる特別利益が加わる予定となっておりま

す。 

 交通政策課の報告は以上です。御審議のほ

どよろしくお願いいたします。 

 

○竹内財政課長 財政課でございます。 

 資料のほうお戻りいただきまして、総務常

任委員会説明資料の44ページをお願いいたし

ます。 

 平成27年度決算に基づく健全化判断比率等

の概要を御説明させていただきます。 

 説明は、１枚おめくりいただきまして、45

ページのほうでさせていただきます。 

 まず、１の趣旨に記載しておりますとお

り、地方公共団体の財政の健全化に関する法

律の規定に基づきまして、平成27年度決算に

基づきます健全化判断比率等を御報告するも

のでございます。 

 監査委員から審査意見をいただいておりま

すが、これは別冊の３ページに記載しており

ますが、そちらでの説明は省略させていただ

きますけれども、いずれの比率も正確に算

定、作成されていると認められたというふう

になっております。 

 資料の２番に、健全化判断比率を表にして

お示ししております。 

 ４指標のいずれも、早期健全化基準等には

該当せず、財政健全化の取り組みを行わなけ

ればならない状況にはございません。 

 それから、資料の３番、公営企業の健全化

指標を掲げておりますが、こちらにつきまし

ても、いずれの会計も資金不足が生じている

ものはなく、問題ない状況になっておりま

す。  

 説明は以上でございます。どうぞよろしく

お願いいたします。 

 

○髙木健次委員長 以上で執行部の説明が終

了しましたので、質疑を受けたいと思いま

す。 

 質疑を受けた課は、課名を言って、座った

まま説明をしてください。 

 質疑はございませんか。 

 

○荒木章博委員 前半だけちょこっとお尋ね

をしたいと思います。 

 今、被害額が3.8兆円と、きょう提示をさ

れたということなんですけれども、その中

で、復旧の姿、復興への取り組み、そして、

一番大切な新たなる創造と、この中に、この

復興をモデルとしてということで、いろんな

マップとか、知事も考えられて、将来に向け

ての取り組みをされているようですけれど

も、こういう中で、前もちょっと申したかも

しれぬけれども、この3.8兆円、大変な被害

をこうむったわけですけれども、それに対し

ての、これを見てですね、各町村から集め

て、これだけの予算を見てどういうふうに考

えられ、また、どういうふうに取り組んでい

かれるのか、財政上の問題も含めてお尋ねし

たいと思います。 

 

○池田総務部長 被害総額、御指摘あったよ

うに、3.8兆という形で、復旧、復興のほう
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に入れさせていただいています。 

 一方で、先ほど財政課長から説明があった

ように、県の復旧、復興に必要な予算につい

ては、市町村分も含めて、民間分を含めて、

2.5兆という形で試算をさせていただいてい

るという状況です。 

 今、ここまで5,000億近くの復興、復旧の

予算を進めてきましたが、2.5兆、見据えれ

ばまだまだ先は長いという状況ですので、こ

こは引き続き、やはり必要な事業については

予算化するとともに、財源の確保について、

あらゆる手段を講じて県としても努力してい

きますし、国に対してもお願いをしていくと

いうことが必要だと思っております。これに

ついて、引き続き頑張って取り組んでいきた

いというふうに考えております。 

 

○荒木章博委員 そうですね。これは長い目

で見ながら、復旧、復興、そして創造、そし

て未来への検証と、そういうのは当然やって

いかないかぬことだと思いますので、これだ

け予算が、被害額が出たものですから、また

改めて部長にお尋ねをしたと。また、今後の

取り組みもよろしくお願いしたいというふう

に思っております。 

 あと２点、委員長、いいですか。 

 

○髙木健次委員長 はい、どうぞ。 

 

○荒木章博委員 ９ページですけれども、今

度、広報予算というのがまた1,000万、これ

は前回のやつとは全く違って、これはヤフー

の動画を使ってやられるんですかね。それ

で、どういう形でそれをやられようとしてい

るのか、ちょっと具体的に教えてください。 

 

○倉光広報課長 今回は、熊本のいろんな魅

力ある場所、人々の暮らし、そういった魅力

的な部分を、15秒あるいは30秒のＣＭみたい

なものをつくりまして、それを例えばヤフー

さんみたいな検索サイトの画面に載せて、そ

こでちょっと人の気を引きつけるというか、

いいなと思ったところにこの動画をクリック

すると、例えば県の移住・定住サイトですと

か、なごみ紀行という観光のサイトですと

か、そういったところにつながるというよう

な仕掛けを施したものを考えております。 

 

○荒木章博委員 再三言うようですけれど

も、計画されるには、それなりの演出という

か、動画に対する、その15秒ぐらいのことだ

けれども、今、熊本が立ち上がっているとい

うことを全国、また世界に――これは大事な

ところだと思いますけれども、僕はとてもい

いことだと思うんですよね。これだけの予算

をかけて取り組んでいかれるというのはいい

と思いますので、引き続き、また中身を――

前の中身もよく聞いとらぬですけど、中身を

ちょっと吟味してお願いしたいというように

思います。 

 最後にもう１点、23ページですけれども、

これは文化企画のほうで取り組んでおられた

夏目漱石の150周年、来熊120年記念事業にお

ける県内外への熊本の漱石の情報発信に要す

る経費ということで、文化企画のほうで取り

組んでおられると思うんですね。 

 この前、漱石のいろんなプロジェクトとい

うのは、いろんなところから来て取り組みを

されている。俳句とか、いろんな歩け歩けと

か、現地のいろんな書道とか、いろんなもの

をやっているようなんですけれども、そうい

った中で、この前、僕は一つのシンボルと思

うのは、熊本の県立劇場で、1,100席の会場

でありました。そして、12月に、また新宿の

四谷ホールで、漱石のゆかりのある場所で、

新宿の区長さんも表紙に載っておりましたけ

れども、そうしたことを取り組まれるという

ことで、非常に来年に向けた漱石の記念事業

として、県内が、そういう文化団体も含めて

一丸となって、発表のときは、テレビ、新聞



第５回 熊本県議会 総務常任委員会会議記録（平成28年９月28日) 

 - 23 - 

にも夏目漱石の取り組みをやるんだと、そし

て３年４カ月ですか、熊本にいたこと、そし

て熊本の力、うちの春日駅から、上熊本の池

田駅から、当時春日駅から旅立って、奥様と

一緒にまたイギリスのほうに行くわけなんで

すけれどもね。 

 そういった中で、時を経て、今、テレビで

番組がありました。そして、県庁の職員の人

に聞いたら、誰もあんまり見とらぬというこ

となんですよ。ここで手を挙げてもらうと、

誰が見たか見とらぬかすぐわかるだろうばっ

てん、そうすれば、ちょっと熊本県庁の取り

組みが恥ずかしいものになっていくと。 

 一番いいところだったんですよ、この前

は。イギリスに行く前に熊本にいた。だか

ら、これは県を挙げて、お菓子の香梅さん

が、副島先輩が中心となって、文化協会長が

中心となって取り組んでいるこのやさきに、

まあ６割ぐらいしか劇場には入っとらんだっ

た。私の隣も隣も隣も横もあいていたんです

よね。そうすると、関係者というと、私も昼

と夜ですから。 

 それで、せっかく――すばらしい劇だった

んですよ。漱石が熊本におりて、そして熊本

との、熊大ですか、あれとの取り組みとか、

教師になっていく姿とか、夫婦の愛とか、そ

して旅立っていく、熊本の学生が見送る姿と

か、非常にすばらしいことだったと思うんで

すけれども、そういった中で観客があれだけ

しか来ないという、この県の文化課というの

が、やっぱり何か認識というのが僕は足らな

いと思うんですよ。だけん、課長が足らぬと

か、斉藤局長が足らぬとかそれは知らぬけれ

ども、やっぱり何でもっと横の連携で広報、

宣伝をしてやらないのか。  

 なぜ僕はそう言うかというと、東京でもあ

るんですよ、450席、立ち見も入れれば500席

だと聞いていますけれどもね。そういったと

ころで、やっぱり、東京の熊本県人会に広報

してあげるとかしないと、ただ単に夏目漱石

の記念事業を予算化して、広報してラッピン

グ電車を走らせてとか、そういう予算をこれ

だけの税金を使ってやっているのに、県民に

周知されないじゃないか。これについて、僕

は質問したいと思いますので、まずはそれに

答えていただきたい。 

 

○手島文化企画・世界遺産推進課長 文化企

画・世界遺産推進課でございます。 

 荒木先生おっしゃいますように、今回、大

変すばらしい劇、９月21日だったんですが、

「アイラブくまもと」というふうな劇が催さ

れたわけでございます。 

 これにつきましては、今度、補正予算のほ

うで、今後、漱石プロジェクトについてもし

っかりと取り組んでいくように、また、東

京・新宿での取り組みについても、県内外で

の情報発信、そういったことも行えるような

形で頑張ってまいりたいというふうに思って

おります。 

 なお、こういった取り組みにつきまして

は、一応、県のほうといたしましてもしっか

り認識しておりまして、なかなか庁内放送と

まではいかなかったんですけれども、県庁内

でのポスター掲示、それから県庁各課へのチ

ラシ、また、県庁職員向けの庁内ＬＡＮなん

ですけれども、そういったお知らせあたりで

もやるとともに、県内のゆめタウンですと

か、そういったところにも県からチラシを配

らせていただいたり、そういった取り組みも

あわせてさせていただいたところです。 

 今後、やはりそういうふうなすばらしい熊

本の漱石をＰＲする取り組みにつきまして

は、頑張ってまいりたいというふうに思って

おります。 

 以上でございます。 

 

○荒木章博委員 今回、850万予算を計上さ

れておるということですね。本来なら、もっ

と早くこういう広報宣伝ってやらないかぬ。



第５回 熊本県議会 総務常任委員会会議記録（平成28年９月28日) 

 - 24 - 

県庁の中にポスターを張ったからと、ちょっ

と、ロアッソ熊本は何日にありますよと言う

んだから、やっぱり文化の面にも、こういう

――宝ですよ、夏目漱石がこの３年４カ月お

られた姿というのはですね。そういったもの

を、文化団体が中心となって一生懸命努力を

され、それを補ってやっぱり広報、宣伝を予

算化の中にもちょっと考えながらしていかん

と、ポスターを張ったから行ったとか、実

際、この中で行った人は５人もおらぬと思う

ですよ、はっきり言って。それで、夏目漱石

の150周年の、来熊120年のプロジェクトなん

て、ちょっと何ば考えとっとだろうかと私は

思うですよ。もっと文化を発信できるような

ことをやるべきじゃないですか、熊本県は。

部長、いかがですか、最後に。 

 

○島崎企画振興部長 夏目漱石のこの生誕

150年、来熊120年で、来られてここに滞在さ

れたということについては、非常に貴重な資

源なんだと思っていますし、私事で恐縮です

けれども、新聞にコラムをいただいていると

きも、私自身、夏目漱石について愛読してい

ますし、それの来熊120年であるとか、そう

いったことについては新聞にも載せて、自分

も訪ねています。それは広報になると思いま

すけれども、そういった取り組みもしてきて

います。 

 なので、問題意識であるとか、これを情報

発信しなくてはいけないということについて

の考えについては、こちらでも予算計上して

いるとおり、深く認識しています。 

 その手法について、改善の余地があるのか

ないのか、今、御指摘いただきましたので、

それは確かにあり得ると思います。改善の余

地というのは、ある可能性はあると思いま

す。そこらあたりを、まだその四谷などもご

ざいますでしょうし、あるいは他のプロジェ

クトもあるでしょうから、そこのところは、

きょう御質問、御指摘いただいたことを踏ま

えて、我々として、思っている考え、あるい

は認識というのが行動としてどういうふうに

広報に結びつけていくのが適当なのかについ

て考えて、しっかりと対応していきたいと思

います。 

 以上です。 

 

○荒木章博委員 ちょうど時を得てテレビド

ラマもあったんですよ。これは、もう正直言

って数カ月前からテレビドラマもある、熊本

のこの在学した時代の、勤務したところのも

のもある、そういうのも実際――これは無料

なんですよ。何千万てかけてテレビ局がつく

っているんですよ、この夏目漱石のね。そう

いう宣伝告知なんかも、一つも入ってない。 

 だから、私は、総合的に――だけん、まだ

最後に四谷でありますよ。そういう東京でや

ったときに、今のままでいくなら100人も入

らぬと思うんですよ。まあ、金額が高いとか

いろいろ言う人もいるかもしれぬけれども、

やっぱりそういうのを――部長になぜ尋ねた

かというと、そういうところも東京のほうに

も、やっぱり県人会とかいろんな人たちに報

告して、宣伝して――だから、私は、県庁職

員さんに15人ぐらい聞いたんですよ、テレビ

ドラマ見られましたって。一番いいところ、

来週見ようと思っとりますって、来週はもう

熊本の場所じゃないですよと言ったんです

よ。15人に聞いて、ゼロです、見たというこ

とは。 

 だから、さっき言われたように、ポスター

を張るのもいい、いろいろ部長が認識してい

るのもいい、しかし、熊本の宝を守るには、

今の部長のときにそれはやってくださいよ。

部長が去ってからじゃ、いいんですよ。た

だ、夏目漱石は残るんですよ。だから、部長

も、将来、夏目漱石だと言われるように、み

んなから見送りを受けて、春日駅から新幹線

に乗って帰ってくださいよ。そういう気持ち

で今後取り組んでいただきたいと思います。 
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 だから、12月は、私も行きますので、楽し

みにして行きます。よろしく広報もお願いし

ます。 

 以上です。斉藤さん、お願いします。 

 

○髙木健次委員長 ほかに質疑はありません

か。 

 

○小杉直委員 ３点ほど。 

 まず１点は、説明資料の22ページ、右の説

明の中の(2)御所浦地域活性化推進事業に

4,243万余かな。これは、中身は、もうちょ

っと詳しく説明してもらうと、どういうので

すかね。交流人口の拡大云々と書いてありま

すが。 

 

○小牧地域振興課長 御所浦地域活性化推進

事業についてでございます。地域振興課でご

ざいます。 

 御所浦につきましては、御所浦架橋の橋が

長期化することに合わせまして、そこの御所

浦地域を振興するという目的で、これまで御

所浦振興策を昨年度から取り組んでおりま

す。例えば、離島のところの医師を確保する

とか、船の割引をやるとか、そのような形で

御所浦振興をやっております。 

 その一環として、今回、こちらのほうに光

のブロードバンド、高速通信網を整備すると

いうことでございます。そういった高速通信

網を整備することによりまして、今後の地域

振興策やいろんな取り組みに寄与する目的

で、今回、推進事業として予算の措置を行わ

せていただいたものでございます。 

 以上でございます。 

 

○小杉直委員 この交流人口の拡大など御所

浦地域の活性化に要する経費となっとるが、

高速通信網とどぎゃん関係のあっとかな。 

 

○小牧地域振興課長 高速通信網が現在整備

されておりません。今回、高速通信網が整備

されますと、例えば御所浦地域への企業の誘

致、例えば経済の振興とか、それとか、いろ

んな移住、定住の促進を図る中においても、

やはりクリエイターの皆さん方とかそういっ

た方々というのは、別に東京におられなくて

も、いろんな地方でも、いろんな地域振興の

面で地方に進出されている部分もございま

す。そういった部分の基盤の中においては、

こういった光の整備というのは必要不可欠で

ございます。 

 そういった観点から、今回、高速通信網の

整備を行うものでございまして、そういった

産業振興や移住、定住の促進という、広い意

味での地域振興の観点から、今回整備をさせ

ていただくというものでございます。 

 以上でございます。 

 

○小杉直委員 最初におっしゃった橋の長期

化というと、どういうことかな。 

 

○小牧地域振興課長 御所浦につきまして

は、御所浦架橋事業というのが現在計画され

ておりますが、これにつきましては、再評価

委員会で現在事業精査というような評価がな

されております。この再評価だけではなく

て、今後整備をするためには、かなり長い年

月の期間が必要になるということで、少し長

期化するという点でございます。 

 以上でございます。 

 

○小杉直委員 わかりました。 

 なら、２点目よかですか。 

 

○髙木健次委員長 はい、小杉委員。 

 

○小杉直委員 この別途資料の公立大学法人

熊本県立大学の経営状況を説明する書類につ

いて、これの11ページ。 

 これに県内就職者の割合というのが、６割
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程度を維持しておるということになっており

ますが、数字を見てみますと、少し微減にな

っておりますので、ぜひとも引き続き、県内

就職率がこれ以上減少しないように、アップ

するように努力していただきたいという要望

と、質問ですが、14ページ、外国人留学生の

受け入れ状況、これを見てみますと、国費留

学生はゼロだったり、外国政府留学生は大学

院に１名だったり、私費留学生が３名、研究

生が７名って表が出ていますが、県立大学の

すばらしさは近くにおってよく存じておりま

すし、五百旗頭理事長のセミナーにもたまに

は行きますが、あのすばらしい環境の中で留

学生の受け入れ状況がちょっと少ないような

気がしますが、これについてどうお考えです

か。 

 

○田原県政情報文書課長 留学生の受け入れ

につきましては、そこの資料にもございます

とおり、学生交流協定を締結するとか、一応

そういった形で安定的に受け入れることを努

力しているところでございます。 

 ですから、ここらあたりの協定構想につき

ましては、少しずつふえているというふうな

状況でございますので、またこれから外国人

留学生の受け入れについては努力をしていく

というふうに聞いております。 

 

○小杉直委員 この中で、私費留学生という

数が多いわけですたいね。このことを今おっ

しゃったんですかな。 

 

○田原県政情報文書課長 はい。どういった

費用で来たかということについてはあれです

けれども、一応これにつきましては、主に私

費留学生が多いというふうな状況というとこ

ろでございます。 

 ここのところをどのように拡大していくか

というところは非常に難しい課題かもしれま

せんけれども、いろいろ交流とかを深めなが

ら進めていきたいというふうに思っておりま

す。 

 

○小杉直委員 もう要望にかえますが、さっ

き言ったようないい環境の中の、経営中身も

いいわけですから、私費留学生を含めて、留

学生がもっとふえるように御努力をお願いし

ておきます。 

 最後の３点目、よかですか。 

 

○髙木健次委員長 どうぞ、小杉委員。 

 

○小杉直委員 基金について、31ページ、32

ページ、復興基金条例の制定について。 

 これはこれで中身はわかりますけれども、

510億円余、これで終わりならば困るという

ふうな意見が内外ともにあるわけですが、こ

れは日ごろの皆さんの御努力でここまで政府

が協力しておるわけですけれども、問題の特

措法、これについては、チームくまもとを含

めて、議会全員で特措法の要望の気持ちは強

いわけですが、今後の見通しについて、これ

に関する答えとして、いかがですか。 

 

○竹内財政課長 財政課でございます。 

 特別措置法の関係でございますが、今回の

復興基金の設置につきまして、まず、特別交

付税での510億円、これにつきましては、交

付税法の改正をもってなし遂げられるもので

ございます。そのほかにも、補助のかさ上げ

等も含めまして、さまざまな措置がなされて

おります。 

 特別措置法ということで一括して、例え

ば、大きな財政措置をやっていただくという

状況というのは、東日本大震災のときにつき

ましては、国民全体でその負担を分かち合う

ということで、特別の税を設けて、そういっ

た財源を設けてやっております。ただ、今の

状況、そこにつきましては、非常に厳しい状

況にございます。 
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 我々といたしましては、必要な財源をきち

んと確保できるように要望を続けまして、そ

の中で法律の改正等を求めていっているとい

うような状況にございます。 

 引き続き、補助率のかさ上げ等、足りない

部分あるいは地方負担の最小化に向けて、し

っかり取り組んでいきたいというふうに考え

ております。 

 

○小杉直委員 実情の一端はわかりますが、

やっぱり当面の、ここ数年に対する取り組み

予算というのはそれなりで対応できると思い

ますけれども、長期的に考えた場合に、その

特措法というのがどうしても必要な気持ちを

持っておるわけですね。 

 東北震災のときには、裏づけの財源という

のを確保したと一方ではあるということも承

知しておりますが、それが、今度の熊本地震

ではちょっと見当たらないということで、特

措法の成立を諦めるようなことがないように

してもらいたいけれども、主管課長・部長は

いかがですか、特措法については。 

 

○池田総務部長 先ほど財政課長から説明が

ありましたように、これまで復旧事業につき

ましては、やはり当初の段階では東北のよう

な特別措置法、いわゆるかさ上げを一本化し

たような特別措置法はできませんでしたが、

その数次にわたる補正予算等を通じて、東日

本並みの措置をしていただいたものもありま

すし、ある程度手厚い支援をいただいている

という状況もございます。 

 そういった中で、個別の法律の改正という

ことで、今回、特別交付税の増額というもの

もなされるということもございます。 

 今後、やはり、御指摘ありましたように、

何年もこの復旧・復興事業続いていくという

こともございます。やはり、来年度以降の財

源確保も非常に重要だというふうに思ってお

ります。 

 そういった中で、やはり法律改正、本当に

必要なものがあれば、個別にお願いしていく

ということが必要だと思いますし、やはり今

後、特にまちづくり、各市町村始まってくる

ということもございますので、このまちづく

りに関する財源の確保、これは必要であれ

ば、法律改正も含めて、やはりお願いしてい

かなければいけないというふうに思っており

ますので、そういった意味では、今後もいろ

んな事業の必要性に応じて、特別な立法措置

というものは、個別なものも含めていく必要

があるというふうには考えております。 

 

○小杉直委員 政治的判断・決断というのが

大きく影響すると思いますので、その行政サ

イドだけでの御努力では手の届かないことも

承知しております。しかし、御承知のとお

り、市町村長さんたちは、特措法をつくって

ほしいという要望が強いのは現実の話でござ

いまして、一部のメディアによっては、熊本

県は特措法についてはあんまり最近は、何と

いいますか、トーンダウンしたんじゃなかろ

うかという論評もあったやに思いますけれど

もですね。 

 我々としては、やっぱり長期的な観点の中

で、特措法はつくっていただきたいと。この

510億円で何か終わるというようなことがな

いように、ひとつ頑張っていただきたいとい

うことと、最後に、細部の点ですが、この効

力が38年12月31日限りとなっとるでしょう。

そうすると、基金の活用期間が平成37年まで

の10年間になっとるですが、37年度までとい

うのは、38年の３月までということですたい

な。そうすると、この条例は、効力を失うの

がその年の12月になっとるが、この４、５、

６、７、８、９、10、11、12、約９カ月間の

間隔はどう判断すると。 

 

○竹内財政課長 今回、復興に生かすための

基金ということで、他県の例等も参考に、10
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年間という期間を設けております。 

 その後に、決算等をやりまして、清算手続

が必要になるものですから、その期間をとら

せていただいて、12月末という一区切りをつ

けさせていただいているものでございます。 

 

○小杉直委員 わかりました。 

 グループ補助金などは東日本震災ではない

ような、そういう制度までつくっていただい

て、皆さんありがたく思っておられるわけで

すが、引き続き、県のほうも災害対応に、今

までの御苦労と今後のしっかりした取り組み

も要望して、質問を終わります。 

 

○髙木健次委員長 ほかに質疑はありません

か。 

 

○氷室雄一郎委員 財産経営課、19ページで

すけれども、ここに、被災した県庁を復旧…

…熊本土木事務所が出てきとるわけですけれ

ども、これは被災をしているわけなんです

か、どうなんですか。 

 

○満原財産経営課長 財産経営課でございま

す。 

 熊本土木事務所につきましては、４月の熊

本地震におきまして被災しております。それ

で、一応被災の判定としまして大破というこ

とになりまして、一部庁舎につきましては使

っておりません。 

 柱とかはりとかいったもの、構造材のほう

が非常に傷んでおるものですから、今後、長

期にわたって使うのは非常に厳しい状況がご

ざいまして、九州農政局の八王寺分室のほう

を使ったらどうかという申し出があったもの

ですから、今回、その移転を行うということ

でございます。 

 以上でございます。 

 

○氷室雄一郎委員 私は、これは古い建物だ

から、ここでの存在価値はもうないというこ

とで何回も質問もしてまいりました。 

 じゃあ、ここは、もう今回、ここからは退

去して、この後もう壊すということですか。 

 

○満原財産経営課長 今、仮移転ということ

で、来年の３月31日までを一応期限としてお

ります。 

 今回の被災を受けまして、今、調査中でご

ざいまして、今後につきまして、本年度中に

計画を策定したいというふうに思っておりま

す。 

 以上でございます。 

 

○氷室雄一郎委員 計画をつくるということ

は、もうここは復旧をしても非常に厳しい状

況なのはわかっとるわけですけれども、じゃ

あ、もうここは使用しないと、解体をするあ

るいは有効活用するという、そういうことを

検討していくということですか。 

 

○満原財産経営課長 委員のおっしゃるとお

り、非常にこれは大破している状況でござい

ますので、新しい庁舎等々を今後どういうふ

うにしていくかということも含めて、検討し

ていくということでございます。 

 

○氷室雄一郎委員 大破しているということ

は、私は、ここでのこの庁舎の存在なり、役

割はもう終わったということをかなり前から

言ってきたわけですので、非常に価値のある

資産だと思うんですけれども、しっかりした

検討をしていただきまして、３月31日までし

かここに入れないということになれば、今後

どうするのかということも検討していただき

たいと思っています。 

 もう１点、ようございますかね。 

 

○髙木健次委員長 はい、氷室委員。 
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○氷室雄一郎委員 もう一つは、私よくわか

らぬのは、交通政策課にちょっともう一回お

尋ねしたいんですが、24ページですけれど

も、この阿蘇くまもと空港の復興検討事業と

いうのに1,300万、今回もちゃんとつけてあ

るわけです。この阿蘇くまもと空港の調査、

検討に対する経費、これは何を調査、検討す

るんですか、県としては。ちょっとその辺、

具体的なものを。 

 

○藤井交通政策課長 こちらに計上させてい

ただいておりますのは、復旧に当たりまし

て、提言として有識者会議、経済５団体か

ら、広域防災拠点としてどのような機能強化

を図るのか、また、アジアからのゲートウエ

ーとして、国際線ターミナルビルの機能強化

を含む国内線、国際線のビルの一体化など、

提言をいただいております。 

 そういった検討を行うに当たりまして、専

門家の意見を求めたいと思いますが、これを

鑑みるにつけても、コスト面から、資金調達

方法も含めた調査、専門的な検討が、空港で

ございますので、要ると思いますので、それ

を専門的な外部機関で調査させていただきた

いと思っております。 

 

○氷室雄一郎委員 その前に、この阿蘇くま

もと空港がどの程度被害を受けているという

か、総額みたいなものはまだ出てこないんで

すか。 

 

○藤井交通政策課長 今、これは５期にわた

る工事をやって増改築したビルでございま

す。特に、その継ぎ足しの部分とか軀体の部

分が甚大な被害を受けていて、今、通り抜け

ができないような区域もございます。そうい

った本体部分もございまして、また、こちら

のビルは、一番最初に建てました部分からは

40数年経過しております。そういった部分も

含めまして、あと、これまでも国際線ビル、

国内線ビルを一体化といいますか、つなぐと

いう検討もしていたところもございます。そ

ういったものを含めて、総合的に空港機能強

化として、できる部分を専門的な外部機関に

検討、調査をしてもらいたいと思っていると

ころでございます。 

 

○氷室雄一郎委員 ある程度の調査は、まだ

かかるということなんですか。直接関係ない

かもしれないんですけれども、総額、どの程

度の被害を受けたのか。 

 

○藤井交通政策課長 被害を受けたところ

を、今現在、応急復旧をさせていただいてお

ります。今まで通れたところを通れるように

とかいう応急復旧措置をしておりますけれど

も、これを本格的な復旧、今後提言を受けま

した検討を行うに当たって、今回の調査・検

討費用を上げておりまして、今、被害を受け

ているところの現状については、把握しなが

ら検討依頼をするということになります。 

 

○氷室雄一郎委員 県として、そこの部分の

調査とか検討という部分に加わるということ

じゃないわけですね。 

 

○藤井交通政策課長 どこが傷んでいるかと

いう調査は、きちっとさせていただいていま

す。 

 

○氷室雄一郎委員 まだ時間的にそんなかか

るものなんですか。 

 

○藤井交通政策課長 応急復旧、単純に現状

のそのままに戻すといいますか、耐震性能を

含めまして、今、あったものに戻す応急復旧

作業をやっているところでございます。 

 今後、本格的に、提言等も踏まえて、耐震

機能等をどうするのかも含めまして、総合的

な検討を行うということで、今回の調査・検
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討費用を出させていただいております。 

 

○髙木健次委員長 復旧の総額の予算はわか

らないのかというようなことが、氷室委員の

質疑だと思いますけれども。 

 

○藤井交通政策課長 本格的な復旧をするに

当たっては、コスト面から、はっきりどれぐ

らいの額がかかるかというのは、今のところ

見通せておりません。 

 

○鎌田聡委員 済みません、経済対策のほう

の10ページで、私学の予算の分で、被災生徒

の授業料の減免補助ということで今回出され

ておりまして、これは大体対象となる生徒が

どのくらいいらっしゃるのか。それの基準と

いいますか、そこをちょっと教えていただき

たいと思います。 

 

○塘岡私学振興課長 私学振興課でございま

す。 

 各学校のほうに確認、調査をいたしまし

て、その結果でございますが、中学、高校、

専修学校等合わせまして約830人ほどを予算

で計上しているところでございます。 

 あと、基準と…… 

 

○鎌田聡委員 基準というか、今度、被災の

度合いというか、家が被災されたのか、親が

もう経済的に非常に損失を受けて収入がなく

なったのかと。この830人というのが、どの

ような被災を受けていらっしゃるのか。 

 

○塘岡私学振興課長 今想定しておりますの

は、住宅が半壊以上した世帯あるいは地震に

よりまして家計が急変をした世帯等を想定し

ております。 

 

○鎌田聡委員 今現在は、その生徒さん方

は、もう減免されていらっしゃるんですか

ね。 

 

○塘岡私学振興課長 学校によっては既に減

免をされているところもございますが、まだ

県の授業料減免制度がどうなるかということ

を様子見のところもございます。 

 

○鎌田聡委員 今後――これはいい制度だと

思いますし、国が３分の２という説明だった

ですね。残り３分の１は、県なんですか、学

校なんですか。 

 

○塘岡私学振興課長 今のところ、県費で上

げさせていただいております。 

 

○鎌田聡委員 先ほど言いましたように、ぜ

ひこういった被災したことによって学校をや

めていかなきゃならないという生徒を救って

いただくためには必要だと思いますので、実

際、被災されて、もう経済的に厳しいからや

めたという生徒さんは把握していらっしゃい

ますか。 

 

○塘岡私学振興課長 申しわけございませ

ん。そこまではまだ把握はしておりません。 

 

○鎌田聡委員 わかりました。 

 非常にいい制度だと思いますけれども、た

だ、先ほどの話からいきますと、非常にこれ

も継続的にできるかどうか、単年度なのかな

というふうに思っていますが、今のところ、

今年度の措置ということで理解しとっていい

んですか。 

 

○塘岡私学振興課長 今のところ、今年度の

措置でございまして、国の補助制度の状況を

見ながら、来年度に向けては、また検討をし

ていきたいと思っております。 

 また、先ほど単費で３分の１ということを

申し上げましたけれども、国に対しまして、
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交付税措置等でお願いする要望も、引き続き

やっているところでございます。 

 

○鎌田聡委員 多分いろんな経済的なリスク

も長期化する可能性もありますので、被災の

方ですね。ぜひ、そういった国への要望とい

うのは、しっかりと、議会もこれは一緒にな

ってやっていきますけれども、ぜひお願いし

ておきたいと思います。 

 以上です。 

 

○髙木健次委員長 ほかに質疑はありません

か。 

 

○河津修司委員 22ページで、企画推進費、

説明の中の(4)で、阿蘇草原保全・活用事業

とありますが、これは、草原も相当、今回の

震災で被害を受けているところもあるかと思

うんですが、この影響というのはないんです

か。 

 

○小牧地域振興課長 新聞報道等でもありま

したように、非常に牧野においては、草原に

行くところの牧道等が傷んでいて、今年度の

野焼きが非常に厳しいというような状況も一

方であります。 

 そちらについては、今、詳しい情報を市町

村あたりと協議しながら、どのような支援が

できるのかというのを検討しているところで

ございます。 

 その一方で、今回９月補正で上げておりま

すのは、草原の中でも比較的今回被害の少な

かったところにおいては、実際、交流人口を

拡大する、そういった風評被害に対応すると

いう意味で、トレッキングコースを用いたア

ウトドア体験イベントとか、野焼きの見学ツ

アーとか、どちらかというと保全する、守る

というよりも活用するというような視点を、

今回９月補正で提案しております。 

 また、通常の、例えば野焼きの研修とかボ

ランティアの支援とかいう部分については、

２月補正の加速化交付金事業でもう既に予算

化しておりまして、今回９月補正は、先ほど

言いましたように、そういった活用部分につ

いての予算計上をさせていただいているとい

うところでございます。 

 以上でございます。 

 

○河津修司委員 その野焼き体験ツアーとか

を企画したいということですが、この野焼き

体験ツアー、いろんなところでやったことは

あるんですけれども、何しろ天気に左右され

るものですから、天気が悪かったときをどう

するかというのを含めて考えながらやってい

ただきたいと思います。そうしないと、いつ

も雨にたたられて、何をやったのかわからな

いというような状況がありますから、その辺

の対策も考えながらやっていただきたいとい

うふうに思います。 

 それから、その下の地域づくりチャレンジ

推進事業、震災分としてありますが、これ

は、通常分と別に、震災を受けたところだけ

に適用するんでしょうか。 

 

○小牧地域振興課長 地域づくりチャレンジ

事業については、御承知のとおり、市町村や

地域づくり団体がいろんな地域の取り組みを

応援するという事業でございます。 

 今回のこの復興枠については、やはり風評

被害対策等で交流人口が減少しております。

そういった中で、各地域においては、やはり

元気づけるようなイベントとか取り組み等を

やられておりますので、ここは決して被災さ

れた市町村だけではなくて、風評被害等の対

策ということでございますので、幅広く県内

市町村、対処したいというふうに考えている

ものでございます。 

 

○河津修司委員 そういった交流人口、大分

減っておりますし、ぜひそういった対策をや
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っていただきたいと思っております。 

 それから、ちょっと金額は小さいんですけ

れども、28ページの管理調達課の会計管理費

で、説明では、管理調達費の中で電子カタロ

グ導入に要する経費ということで、これは電

子カタログで、結局、ネットで購買するため

のその経費なんでしょうか。 

 

○石川管理調達課長 管理調達課でございま

す。 

 これにつきましては、現在、事務用品等を

購入しますときに、紙のカタログ、冊子がご

ざいます。ちょっとメーカー名はあれですけ

れども、コクヨさんですとかあるんですが、

その分厚い紙で選んで、ボールペンとかある

いは金庫とかキャビネというのを選んで、そ

れをコピーしてという手続をずっと踏んで商

品を特定して買っているんですが、今回の

は、インターネットではなくて、その紙のカ

タログを電子化して職員のパソコンにソフト

で入れると。インターネットではございませ

んので、外との通信はできません。内部だけ

の閲覧が可能ということで、そのパソコン

で、例えばボールペンをクリックしますと、

もうそれで自動的に購入の手続ができるとい

うところの事務の効率化を図らせていただけ

ればというための経費でございます。 

 以上でございます。 

 

○河津修司委員 ここを何で聞くかという

と、購入先が問題で、ネット購買とかという

と、県外から購入することが多くなってしま

うものですから、やっぱり県内の業者の方か

ら買うような形をとっていただきたいなと思

うわけなんですが、そこら辺はどうなんです

か。 

 

○石川管理調達課長 おっしゃるとおりでご

ざいまして、現在でも、特に県内で購入とか

生産がもともとできないような用品につきま

しては、全国から調達をいたしますけれど

も、ほとんど９割９分以上は県内の企業さん

から購入、調達をさせていただいておりま

す。 

 今回のは、例えばボールペンの商品を選ぶ

というところでございまして、購入先は、従

来どおり、県内の企業を最優先というところ

で、そこは変えるつもりはございません。 

 以上でございます。 

 

○河津修司委員 わかりました。 

 

○小早川宗弘委員 それでは、もう時間も押

しているようですので、簡単に１問だけ。９

ページ、危機管理防災課。 

 熊本地震デジタルアーカイブ事業につい

て、熊本地震の教訓を後世に残したいという

か、教訓を生かしたいというふうなことでデ

ジタルアーカイブ。これは、今年度予算で補

正で3,000万の予算ですけれども、いつの時

点までのアーカイブというか、どういった内

容を記録されるのか、ちょっともう少し詳し

く教えてください。 

 

○間宮危機管理防災課長 危機管理防災課で

ございます。 

 この事業につきましては、今回の熊本地震

の経験、それから教訓を、国民の財産として

記録に残して後世に伝えるということを考え

ております。 

 具体的には、その被害の実情を記した写真

ですとか映像、それから文書を、県庁内、そ

れから、県民の皆様、企業の方々から集め

て、デジタル化をして記録をするということ

を考えております。 

 こういった資料は、すぐに散逸してしまう

ということもございますので、今年度、まず

は資料の収集を開始するということで、予算

の計上をさせていただいております。 

 本格的には、来年度以降、引き続き、来年
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度以降も資料の収集ですとかＷＥＢページへ

の掲載等を進めていきますが、大体、平成30

年度ごろまでに一つの形にしていきたいなと

いうふうに考えております。 

 

○小早川宗弘委員 ２年間はこういう調査と

か資料収集をされて、まとめられるというふ

うなことでよろしいでしょうか。 

 

○間宮危機管理防災課長 東日本大震災です

とか、あと阪神・淡路大震災でも、デジタル

には限らないんですけれども、資料の収集と

いうようなことをやっておりまして、阪神・

淡路大震災は、もう発災後20年たっておりま

すけれども、いまだに資料が集まってくると

いうようなことも聞いておりますので、２年

間できっちり終わるということでもないとは

考えておりますけれども、まずは今年度、来

年度が資料の収集についてはメーンとなって

くると思いますが、引き続き、その後も続け

ていくものというふうに考えております。 

 

○小早川宗弘委員 非常に重要な仕事だとい

うふうに思いますので、今後とも――私も、

いろんな人に聞くと、熊本でまさか地震が起

こるとは思っとらんだったという人がほとん

どで、私たちの世代というのは、まさか熊本

で地震があると、こんな巨大な地震があると

は思ってなかった人がほとんどだと思うんで

すよね。いろいろ専門家とかに聞くと、明治

22年とか、過去には何回か、やっぱり熊本と

いうのは地震が起こっている、熊本城の石垣

も大分崩れたりあるいは亡くなっている方も

何人もおられるというふうなことで、そのと

きの教訓というか、発生したということが私

たちの世代には伝わっとらんだった、まあ専

門家の方は把握しとんなはったかもしれんで

すけれどもね。 

 この熊本地震、平成28年の熊本地震という

のを、やっぱり50年、100年先の子供たちに

もしっかりと伝えてから備えをしていくとい

うか、こういう教訓を生かしていくというふ

うな、この作業の第一歩だというふうに思い

ますので、どうか継続的に取り組んでいただ

きたい、しっかりと取り組んでいただきたい

と思います。 

 以上です。 

 

○髙木健次委員長 ほかに質疑はありません

か。 

  (「ありません」と呼ぶ者あり) 

○髙木健次委員長 なければ、これで付託議

案に対する質疑を終了いたします。 

 それでは、ただいまから本委員会に付託さ

れました議案第１号、第４号、第５号、第７

号から第12号まで及び第51号について、一括

して採決したいと思いますが、御異議ありま

せんか。 

  (「異議なし」と呼ぶ者あり) 

○髙木健次委員長 御異議なしと認め、一括

して採決いたします。 

 議案第１号外９件については、原案のとお

り可決または承認することに御異議ありませ

んか。 

  (「異議なし」と呼ぶ者あり) 

○髙木健次委員長 御異議なしと認めます。

よって、議案第１号外９件は、原案のとおり

可決または承認することに決定しました。 

 次に、今回付託された請願第14号を議題と

いたします。 

 請第14号について、執行部から状況の説明

をお願いします。 

 

○塘岡私学振興課長 私学振興課でございま

す。 

 請第14号私学助成に関する意見書の提出を

求める請願について御説明申し上げます。 

 この請願は、熊本県私立中学高等学校協会

及び熊本県私立中学高等学校保護者会からの

ものでございます。 
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 請願の趣旨は２点ありまして、１点目は、

私学助成の堅持とより一層の充実、２点目

は、熊本地震に係る継続的な支援でございま

す。 

 それぞれの背景について御説明申し上げま

す。 

 私学助成の中核である経常費補助につきま

しては、交付税や国庫補助による財源措置が

なされておりますが、その算定は生徒数によ

るため、少子化が補助額の減少につながり、

経営への影響を懸念されております。 

 さらに、保護者の学費負担につきまして

は、就学支援金等が導入されたことによりま

して公私間の格差は縮まってまいりました

が、依然として格差はある状況でございま

す。 

 また、今回の地震では、私立学校でも甚大

な被害が出たことから、県では、県議会とと

もに、学校施設の災害復旧、被災した生徒へ

の経済的支援を強く国に要望いたしました。 

 その結果、今般の国の第２次補正予算案に

おきまして、これらに対する支援策が示めさ

れたところでございます。 

 しかしながら、教育環境の復旧、復興は長

期間を要するものであり、さらに、本県の私

立中学高等学校の耐震化は、公立に比べおく

れている中、国による継続的な支援は不可欠

であります。 

 請願は、これらの状況を踏まえまして、国

に意見書を提出していただきたいというもの

でございます。 

 説明は以上のとおりでございます。御審議

のほどよろしくお願いいたします。 

 

○髙木健次委員長 ただいまの説明に関して

質疑はありませんか。 

  (「ありません」と呼ぶ者あり) 

○髙木健次委員長 なければ、これで質疑を

終了いたします。 

 次に、採決に入ります。 

 請第14号については、いかがいたしましょ

うか。 

  (「採択」と呼ぶ者あり) 

○髙木健次委員長 採択という意見がありま

すので、採択についてお諮りいたします。 

 請第14号を採択することに御異議ありませ

んか。 

  (「異議なし」と呼ぶ者あり) 

○髙木健次委員長 御異議なしと認めます。

よって、請第14号は、採択とすることに決定

いたしました。 

 ただいま採択を決定いたしました請第14号

は、国に対して意見書を提出してもらいたい

という請願であります。 

 そこで、意見書(案)について、事務局から

配付させます。 

  (書記が意見書(案)を配付) 

○髙木健次委員長 配付は終わりましたか。 

  (「はい」と呼ぶ者あり) 

○髙木健次委員長 今、配付いたしました意

見書(案)は、請願の趣旨、理由とほとんど内

容は変わらないようでありますが、この案の

とおりでよろしいでしょうか。 

  (「異議なし」と呼ぶ者あり) 

○髙木健次委員長 御異議なしと認めます。

よって、この意見書(案)を委員会として委員

長名をもって議長宛てに提出したいと思いま

す。 

 次に、閉会中の継続審査事件についてお諮

りします。 

 議事次第に記載の事項について、閉会中も

継続審査することを議長に申し出ることとし

てよろしいでしょうか。 

  (「異議なし」と呼ぶ者あり) 

○髙木健次委員長 それでは、そのように取

り計らいます。 

 この際、午後１時15分まで休憩いたしま

す。 

  午後０時15分休憩 

――――――――――――――― 
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  午後１時14分開議 

○髙木健次委員長 休憩前に引き続き会議を

開きます。 

 次に、その他に入ります。 

 執行部から報告の申し出が６件あっており

ます。 

 まず、報告について執行部の説明を求めた

後、一括して質疑を受けたいと思います。 

 それでは、関係課長から順次報告をお願い

します。 

 

○府高政策調整監 それでは、熊本地震から

の復旧・復興プランの改訂につきまして御説

明をいたします。 

 先生方のお手元のほうに、４種類書類を今

回御用意いたしております。１つ目が、今回

のプランの改訂のポイントをまとめましたＡ

４判、両面の資料が１枚です。それから、今

回改訂しましたプランの本編を概要にまとめ

ましたＡ３カラー、２枚にまとめましたもの

があります。それから、復旧・復興プランの

本編、そして最後に、主な取り組みのロード

マップ、行程表になります。よろしいでしょ

うか。 

 今回、熊本地震からの復旧・復興プランに

つきましては、前回８月３日に策定をいたし

まして、前回の総務常任委員会で御説明いた

したところでございます。その際、プランの

本編、それからロードマップにつきまして

は、再度全庁で作業いたしまして、９月の末

ごろをめどに改訂を行うというお約束をいた

しておりました。前回の御報告から約１カ月

半となりますけれども、再度の御報告となり

ますけれども、今回の改訂のポイントについ

て、私のほうから御説明をいたします。 

 なお、前回のプランの公表時におきまして

は、総務常任委員会のみでの御説明でござい

ました。今回のプランの改訂につきまして

は、きょう、もしくはあしたの各常任委員会

で、同じ資料を使いまして、各部筆頭課のほ

うから御報告をいたすということとしており

ます。 

 まず、お手元の資料、平成28年熊本地震か

らの復旧・復興プランの改訂についてと書い

たＡ４の両面１枚の資料のほうをごらんくだ

さい。 

 そこに書いていますとおり、今回の改訂の

ポイントは大きく３つございます。まず１点

目ですけれども、熊本地震の被害額について

でございます。 

 これまでも、例えば公共土木の施設ですと

か、農林水産関係、商工関係といった項目ご

と、これは被害額の公表を行っております。

ただ、県全体の集計額としては、今回が初め

ての公表ということでございます。トータル

でそちらのほうに記載しておりますけれど

も、トータルで約3.8兆円となっておりま

す。 

 各項目の被害額につきましては、そちらに

載せておりませんで、プランの本編の２ペー

ジのほうに、内訳一覧という形で記載をいた

しております。 

 ここに書いてありますとおりですけれど

も、建築物、住宅関係の２兆377億円から、

一番最後の廃棄物処理900億円まで、合わせ

まして３兆7,850億円となっております。 

 地震の発生から約５カ月がたっておりま

す。各分野の被害状況の把握が進んだこと、

それから、復旧、復興に必要となる施策の充

実強化を図るためには、こういった被害の実

態をより正確に把握する必要があるというこ

とから、被災自治体、それから関係機関の聞

き取り等を踏まえまして試算をいたしまし

た。 

 また、最初の改訂のポイントのほうにお戻

りいただきたいと思いますけれども、お手元

の資料の枠囲みのほうにも記載をいたしてお

りますけれども、実は、５月23日に国の内閣

府のほうから発表されました影響の試算額、

こちらのほうでは、県全体の被害額の推計に
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つきまして、約1.8兆円から3.8兆円と、２兆

円の幅をもって公表されております。 

 今回の県の試算におきましても、その上限

――アッパーですけれども、におさまる金額

と今回なっております。一番大きい金額は、

先ほど御紹介いたしました、建築物、住宅関

係で２兆377億円ということでございます。 

 続きまして、２つ目の改訂のポイントでご

ざいます。 

 今回、復旧・復興プランのおおむね４年間

の取り組みの充実、明確化ということです。 

 あわせましてＡ３のカラー判も見ていただ

きたいと思うんですけれども、２枚ございま

すけれども、８月３日に策定した当初のプラ

ンでは、復旧、復興に向けました道筋、こち

らは県民の皆様に早期にお示ししたいという

ことで、痛みの最小化を目指した早急な対応

といたしまして、主に平成28年の取り組み―

―短期の取り組みですね。を中心に整理をい

たしました。 

 今回の改訂では、初期の対応から復旧、復

興のステージへと進む中で、新たな熊本の創

造に向けたおおむね４年間の取り組みを、充

実、明確化いたしたということでございま

す。 

 具体的には、今、お手元のＡ３カラー概要

版ですけれども、１枚目のこれは、８月の前

回の策定時から変更いたしておりません。 

 もう１枚のカラー判を見ていただきます

と、新たな熊本の創造に向けたおおむね４年

間の取り組みということで、緑色、青色、赤

色、オレンジ色ということで、(1)から(4)ま

で４つの柱を、１枚目の概要と同じ柱を再掲

しております。 

 その中で、施策の１から施策の13まで、施

策ごとに具体的な取り組み、施策を書き出し

ております。前回のページでは、この施策の

１から13までの項目のみを記載しておりまし

た。ということでございます。 

 それから、またポイントの資料に戻ってい

ただきたいんですが、裏面になりますけれど

も、ロードマップの内容の修正でございま

す。 

 最後の３つ目は、ロードマップの内容の一

部修正と項目の追加ということになります。 

 被災された方々の生活の再建、事業再開を

後押しするためには、復旧、復興に向けた取

り組みの今後の見通し、こちらをよりわかり

やすい形でお示しして、県民と共有していく

必要がございます。 

 今回の改訂では、ロードマップにつきまし

ても、取り組みの進捗に応じた内容の修正、

それから、現時点でのスケジュール等の整理

ができた４つの項目について、追加記載を行

っております。 

 追加する項目を、お手元の資料の破線の枠

囲みの中に書いております。 

 ４つございますけれども、実は、別添ロー

ドマップの目次のナンバーで記しております

けれども、ナンバー20、ナンバー24、ナンバ

ー25、ナンバー28、この４つになります。破

線の中には、ナンバー20から28までのタイト

ルのみ書いておりますけれども、若干補足い

たします。 

 ナンバー20の復興を担う人材の確保、育成

と若者の県内定着、こちらにつきましては、

Ｕ・Ｉ・Ｊターンの支援の強化等によりまし

て、熊本の復興に貢献したい人材の呼び込

み、定着を図るというような施策、それか

ら、今後、人材不足が見込まれる分野におい

て、国、学校、産業界と連携した施策により

まして、復興に必要な人材の確保、さらには

若者の県内定着を図っていきたいという項目

でございます。 

 それから、ナンバー24、こちらは、カント

リーエレベーター、それから選果場などの共

同利用施設の復旧、再編と災害時の補完体制

の構築でございますけれども、こちらは、被

災した共同利用施設の復旧に合わせまして、

その再編、統合による体制強化を図るという
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趣旨のものです。 

 それから、ナンバー25の災害時の農業生産

を支える労働力確保対策と産地づくりの推

進、こちらにつきましては、災害時の労働力

補完体制の整備を契機に、生産力の強化、そ

れから競争力のある産地づくりを行っていき

たいというものです。その前に御説明しまし

たナンバー24とあわせまして、創造的復興の

農林水産部版といいますか、という位置づけ

ができるものでございます。 

 それから、最後にナンバー28、国際スポー

ツ大会等を通した復興する熊本の発信、こち

らにつきましては、議会答弁でもありました

けれども、国際スポーツ大会の準備を着実に

進めまして、確実に成功させるとともに、一

つのマイルストーンとして熊本の復興の姿、

感謝の心を世界に向けて発信していくものと

いうふうに考えております。 

 最後になりますけれども、なお、本日の朝

刊で、南阿蘇村の長陽大橋、こちらの来年夏

の開通に関する国土交通省からの発表につい

て、新聞でも報道があっております。今回の

ロードマップ改訂には、具体的な記載という

のはできておりませんけれども、今後も、県

民生活に影響の大きな事柄については、臨機

に対応してまいりたいと思います。 

 その上で、プランの内容につきましても、

引き続き、各部で検討、取り組みの進捗に応

じて精査をするとともに、プランへの反映を

図っていきます。 

 それから、プランに基づきまして、そのプ

ランをつくるだけでなく、全庁体制で熊本の

復旧、復興に取り組んでまいりたいと思って

おります。 

 以上が今回のプラン改訂の内容の御説明で

す。よろしく御審議をお願いいたします。 

 

○間宮危機管理防災課長 危機管理防災課で

ございます。 

 総合防災航空センター新築工事の請負契約

締結についてというふうに書かれた紙をごら

んください。Ａ４の縦紙の資料でございま

す。よろしいでしょうか。 

 この総合防災航空センターは、九州広域防

災拠点構想の中核の施設としまして、現在の

防災消防航空センターと県警の航空隊基地を

県防災駐機場の南側に移転整備するもので

す。 

 この施設の建設工事につきましては、土木

部の発注により進めておりまして、その工事

請負契約の締結について、本９月定例議会に

おいて、土木部から建設常任委員会に提案、

付託をされております。 

 契約の概要、それから新施設の特徴につき

ましては、この報告資料に記載のとおりでご

ざいます。 

 以上です。よろしくお願いいたします。 

 

○竹内財政課長 財政課でございます。 

 財政課からは、３点御報告申し上げます。 

 まず１点目、平成27年度の熊本県普通会計

決算の概要でございます。Ａ４縦１枚の紙の

ほうをお願いいたします。 

 まず資料１、決算規模というところをごら

んください。 

 表のほうに記載しておりますとおり、歳入

総額のほうは、26年度より215億円減となり

ます約7,616億円となっております。主な要

因といたしましては、国の経済対策関連基金

事業の減によります基金繰入金の減少などに

よるものでございます。 

 それから、下の段、歳出総額の欄をごらん

いただきたいんですが、こちらも前年度より

約176億円減少し、約7,371億円という形にな

っております。主な要因といたしましては、

国の経済対策による投資的経費の減少などに

よるものでございます。 

 次に、資料の２、各種財政指標のところを

ごらんいただきたいんですが、まず、財政基

盤の強さを示します財政力指数につきまして
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は、景気回復に伴います県税収入の増加など

によりまして0.387ということで、26年度の

0.369からわずかに向上しております。 

 一方、財政構造の弾力性を示す経常収支比

率のほうでございますが、こちらは、子ど

も・子育て支援制度移行に伴います施設型給

付費の補助金の増加などによりまして94.5％

と、26年度の94.2％から0.3ポイント増加し

ており、若干硬直化が進んだ形になっており

ます。 

 別冊のほうで参考資料を添付しておりま

す。 

 こちらのほうでは、各指標の年度ごとの推

移などを整理しておりますが、参考資料です

ので、今回説明のほうは省略させていただき

ます。 

 次に、２点目、復興基金についてというこ

とでペーパーをお配りしておりますが、先ほ

ど復興基金条例のところで説明させていただ

きましたので、説明につきましては割愛させ

ていただきます。 

 最後に、３枚目、熊本地震からの復旧、復

興に要する事業費見込み額という、この棒グ

ラフのついたペーパーをごらんください。 

 こちらですが、８月10日開催の閉会中の本

委員会におきまして、ケース１からケース３

について御説明をさせていただきました。今

回、今定例会に提案しております追加補正ま

で含めました現状を整理いたしましたので、

御報告させていただくものです。 

 上から３つ目の棒グラフ、横のほうに現状

という、丸囲みしてある棒グラフをごらんく

ださい。 

 ８月に御報告いたしました際の総事業費、

2.5兆円でございましたけれども、それより

も若干ふえて2.6兆円になっております。 

 理由といたしましては、ちょっと小そうご

ざいますが、米印で書いてございますとお

り、県分、市町村分を合わせまして1,000億

円超の事業費増というのがございました。中

身につきましては、県分でいけば直轄事業費

負担金、市町村分でいくと熊本城の災害復旧

費が明らかになってきているということがご

ざいます。 

 この2.6兆円というのには、先ほど知事公

室付のほうから御説明いたしました被害額、

これに計上されております国とか民間だけで

実施する事業というのが含まれておりませ

ん。その一方で、災害救助費であったり、被

災者の方の相談対応等の事業が含まれており

ますので、被害額と一致するものではないと

いうことを御承知おきいただければと思いま

す。 

 このような状況でございますが、まず、今

回、現状どうなったかということですけれど

も、国の経済対策等の中で新たな補助制度の

創設、矢印、ケース２から引いておりますけ

れども、あるいは補助率のかさ上げ等、こう

いったことが行われております。これにより

まして、ケース２の、例えば、国庫が7,204

億円だったのが、今回、１兆1,524億円まで

拡大する見込みでございます。 

 このようなことによりまして、ケース２で

8,211億円だった県費の部分というのが、 

2,620億円圧縮されて5,591億円という形にな

ります。 

 これまで、県議会と県と一体となって国へ

の要望というのをやってまいりましたけれど

も、その効果が実ってきているところはごら

んいただけるかと思います。 

 なお、ケース３、東日本大震災並みを実現

するために何が残されているかというのが、

一番下の枠囲み、残された課題というところ

に書いております。 

 宅地の復旧あるいは耐震化への支援、それ

から、新たなまちづくりへの支援、高等学校

の通学支援、さらには、リダンダンシーとし

ての道路整備等もやることにしております。 

 そういった復興の部分については、まだま

だ課題として残っておりますが、これまでの
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経済対策まで含めまして、かなり県費、それ

から、市町村費のほうは、熊本城の事業費が

上がったものですから、若干ふえていますけ

れども、総額としての地方負担というのは減

少してきている状況です。 

 説明は以上でございます。どうぞよろしく

お願い申し上げます。 

 

○吉野川辺川ダム総合対策課長 川辺川ダム

総合対策課でございます。 

 川辺川ダム問題についてというＡ４のペー

パーをごらんいただきたいと思います。 

 五木村の生活再建でございますけれども、

国、県、村で協議を行いながら進めておりま

して、先月24日に第10回五木村の今後の生活

再建を協議する場という会議を開催いたしま

したので、概要について御報告をいたしま

す。 

 日時、場所、出席者につきましては、記載

のとおりでございます。 

 まず、国、県、五木村のほうから、前回以

降、約１年間分ですけれども、取り組みと今

後の見通しをそれぞれ説明しております。 

 国からは、水没予定地の安全管理や、また

利活用への協力、砂防事業の実施状況等につ

いて説明があってございます。 

 また、県のほうからは、国道445号の整

備、また、治水対策、林道整備、県から村へ

の財政支援の状況等について説明をしており

ます。 

 村の方からは、バンジージャンプ、中間土

場等の水没予定地の利活用の状況、あるいは

国や県の財政支援を活用した村道や歴史文化

交流施設の整備等について説明がございまし

た。 

 その後、五木村のほうから、今後の生活再

建事業の実施に向けまして、村の生活再建に

支障が出ないような関連予算の確保や、ふる

さと五木村づくり計画の終期でございます平

成30年度以降も、県として村の生活再建や振

興に当たることといったこと、また、国道

445号九折瀬地区の早期着工と完成、林業人

材育成のための県立研修施設の村内への設

置、知事と村との意見交換会の開催などの要

望が出されております。 

 県といたしましては、これらの要望も踏ま

えながら、引き続き、村の生活再建に資する

取り組みを実施し、支援してまいりたいとい

うふうに考えております。 

 説明は以上でございます。よろしくお願い

いたします。 

 

○髙木健次委員長 以上で報告が終了しまし

たので、質疑を受けたいと思います。 

 今の報告に係る質疑はありませんか。 

 

○小杉直委員 財政課長に１点最初にお尋ね

しますが、熊本地震からの復旧、復興に要す

る事業費見込み額、これに市町村費というの

が載っとるですね。これは、熊本市は含むと

かな、含まぬとかな。 

 

○竹内財政課長 含めております。 

 

○小杉直委員 なら、次に、さっきどなたか

いな、この復旧・復興プランを説明した方…

…(府高調整監と呼ぶ者あり) なんさま以前

は立ってみんな答弁しよったったい。ところ

が、最近は、委員長さんたち優しかけん座っ

たままばってんな、私が質問するときには、

立って何々課長の誰です、そして、それから

座ってから説明してくれんかいた。見えぬと

たい、２列目以降は。 

 済みません、なら、府高政策調整監にお尋

ねしますが、この28年熊本地震からの復旧・

復興プラン概要版というのは、これは市町村

との連携とか、熊本港のこととか、熊本都市

圏東部地域グランドデザインとか、いろいろ

書いてある。これは熊本市は含んどっと、こ

のプランには。 
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○府高政策調整監 今回の熊本地震からの復

旧・復興プランについては、県土全体の復

旧、復興という形を対象としておりますの

で、入っております。ただ、熊本市のほう

は、復興部もつくって独自の復旧・復興プラ

ンをつくられていますので、そことは連携を

図りながら、それぞれのプランをつくってい

るという状況でございます。 

 

○小杉直委員 私がいつも気になるとは、結

局、マスコミさんもそうばってんが、熊本県

の発表ということでいろいろ載せますね。そ

うすると、大方の県民は、熊本市分も含めて

あるというように思うわけですよ。県からの

発表、計画ですから。ところが、政令指定都

市になって、熊本市の分は含めていない分野

も相当あるでしょう。そこのところの兼ね合

いというか、バランスというか、例えば、こ

の復興プランを例に例えて言うならば、これ

は熊本市全体も含んどっとだろうなというふ

うに思いがちですよ。そうすると、見てみる

と、熊本港とか東部地域グランドデザインと

か、一部しか含んどらんわけでしょう、熊本

市の分は。ここのところを単純に言うなら

ば、熊本市の復興プランは別個にありますと

いうことも、なかなかこれは表現はしにくい

わけたいな。そこのところの兼ね合いは、部

長、どぎゃん思うですか。 

 

○坂本知事公室長 知事公室長です。 

 復旧・復興プランというのは、被災を受け

たところ、市町村が、それぞれにどのような

まちづくりをしていくか、復旧、復興をして

いくかをつくっていきます。その際、まず県

の方向性、大きな方向性を先に示すことが必

要だろうということで、なるべく早い時期と

いうことで、８月３日に県が、将来的にどの

ような姿を目指して復興、復旧をしていくか

という、そういう姿をここにお示しをしまし

た。 

 その中で、それぞれの市町村、熊本市も当

然含めてですけれども、調整をしていきなが

ら、このような県全体の方向性に向かって、

それぞれのところが、それぞれの市町村のや

るべきことを積み上げていかれるというよう

なことになっております。それで、それぞれ

の市町村とは、日々連携をしてやっているつ

もりでおります。 

 

○小杉直委員 それなら、この復旧・復興プ

ランは、熊本市ともんでおるわけ。もんどる

と言うと表現がおかしかばってん、よく検討

した上でこれは作成しとるわけ。 

 

○坂本知事公室長 県の総合政策でありま

す、例えば、４カ年戦略とかいうものがござ

いますけれども、それは県全体のことを書い

ておりますけれども、市町村個別のこととい

うのをそれぞれ具体的に書いているわけでは

ございません。そういう意味では、それぞれ

市町村が独自にやるべきことというのがある

わけですけれども、大きな方向性を示すとい

うのが県の役割だと思っておりまして、そう

いう意味で、先にお示しをしまして、それに

対していろいろな調整をしていくということ

で考えております。 

 これを策定するときに、市町村との打ち合

わせ会議をしたとか、この復旧・復興プラン

については、そういうことではございませ

ん。 

 

○小杉直委員 大体それは何となく枠取りは

わかったけれども、政令指定都市の熊本市が

この県のど真ん中にあるですね。向こうは向

こうで、こういうような復旧・復興プランを

つくっておるだろうと思うですたいな。そこ

との調整とか、事前の打ち合わせとか、しか

るべきと思うけれども、その点についてはど

ぎゃん思うですか。 
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○坂本知事公室長 県市連携会議ということ

で、知事、副知事と市長、副市長とで会議を

いたしております。その中で、大きな事柄に

ついては調整を進めながら、我々は我々レベ

ルで調整を進めながらやっておりますけれど

も、県全体の首長さんを集めてその調整会議

をしたとかいうことではないと。熊本市と

は、個別にそういうお話し合いをしています

し、益城町とか西原とか南阿蘇については、

個別には話し合いをしながらやっている部分

がございます。 

 

○小杉直委員 ちょっとくどして申しわけな

かばってん、例えば、約3.8兆円の被災額が

出してあるでしょう、熊本県調べ。これは熊

本市の被災額も入っとるわけ。 

 

○坂本知事公室長 この3.8の中に、きの

う、熊本市が――おとといですかね、発表さ

れた分は含まれております。 

 

○小杉直委員 含まれとる。 

 

○坂本知事公室長 はい。 

 

○小杉直委員 大体わかりましたが、細部に

わたって、あるいは具体的に熊本市との事前

の打ち合わせはあっていないということだろ

うと思うですたいな。しかし、知事たちと市

長たちと、この間ちゃんと発表がありました

が、お互いに連携、協力していきましょうと

いうことはもう報道されたし、ちゃんと見て

おって、私も大西市長に、引き続き、県と連

携をお願いしますねというふうな個人的な連

絡もしたわけですが、なんさま熊本市におる

と、県がこう出されることは熊本市も含んで

おるだろうというふうな先入観なんですよ。

ところが、時と場合によっては、政令指定都

市だから、そこの部分、部分では県とはまた

別個だという部分もある、現実は。 

 だから、こういうプランをつくられるとき

に、やっぱり大枠は知事、市長たちとの打ち

合わせをされるということは話はわかります

が、やっぱり必要な細部の点は、市とも打ち

合わせ、そして市町村とも打ち合わせすると

いうことが、私は大事なポイントだろうと思

うけれどな。どうだろうか。 

 

○坂本知事公室長 案ができる過程で、その

ものを熊本市にお渡ししまして、我々も、熊

本市のプランについてはいただきまして、そ

の中でチェックをし合いながらやっていると

いう現実はございます。 

 

○小杉直委員 そうですか。なら、一応理解

をさせていただいておきます。ありがとうご

ざいました。 

 

○髙木健次委員長 ほかにありませんか。 

 

○鎌田聡委員 復旧・復興プラン、済みませ

ん、続けて申しわけないんですけれども、3.

8兆円という額がきょう示されましたけれど

も、これは、プランの２ページのほうで見ま

すと、被害額一覧ということで書いてありま

すけれども、先ほどの説明では、全額、まあ

国の分も民間の分も含めば3.8兆という理解

でよろしいんですか。 

 

○府高政策調整監 お見込みのとおりです。 

 

○鎌田聡委員 今、２ページを言いましたけ

れども、中身を見ますと、これは南阿蘇鉄

道、空港ビルを除くとありますので、これが

加わると、また額がふえるんですかね。 

 

○府高政策調整監 おっしゃるとおり、南阿

蘇鉄道、空港ビルにつきましては、午前中に

も議論がありましたけれども、調整中でござ
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いますので、今後、その額が精査されました

ら、この額に追加されるということでござい

ます。 

 

○鎌田聡委員 じゃあ、それ以外は、もう全

部大体、これに入っているという理解でよろ

しいですか。 

 

○府高政策調整監 例えば、住宅被害とかで

すと、今、２次調査が進んでおります。その

中で、被害の分類の変更ですとか、追加申請

等があれば、その分もまた額に追加になって

きます。これは推計で出しておりますけれど

も、そういった形で、今後、被害の詳細が明

らかになるにつれて変動する可能性はござい

ます。 

 

○鎌田聡委員 わかりました。この分から多

分またふえていくということで理解をしてお

きたいと思いますし、先ほど、もう１枚のほ

うですね、財政課が出した復旧、復興に要す

る経費が2.6兆円ということでありましたの

で、この差額は、先ほど話があったように、

国と民間分が入れば3.8になるということで

いいんですね。 

 

○竹内財政課長 済みません、先ほどちょっ

と御説明で申し上げたんですが、国、民間が

入ってない一方で、災害救助費であったり、

例えば、被災者の方への相談対応等で県がや

っている部分、あるいは今後の復興というこ

とで、県として復興するにはこれぐらいやる

べきだというところまで入っていますので、

必ずしも国、民間を足したらイコールになる

というものではございません。 

 

○鎌田聡委員 じゃあ、この事業費の2.6兆

円も、今後、また膨らむ可能性もあるんです

よね。 

 

○竹内財政課長 はい、膨らむ可能性もあれ

ば、精査することによって、逆に縮む場合と

いうのも考えられます。 

 

○鎌田聡委員 じゃあ、済みません、ちょっ

と一つ気になるのが、復旧、復興の事業費で

すから、この額をかければ復旧、復興が全部

できるという理解でいいと思いますけれど

も、これは復興の公営住宅を建てる分も入っ

ているんですか。 

 

○竹内財政課長 そこまでは入っています。 

 

○鎌田聡委員 わかりました。 

 あと、済みません、最後になりますけれど

も、ケース３の国要望というのが、この額、

一番下まで行くためには、やっぱり、特措法

の制定が必要だろうということだろうと思い

ますけれども、仮に特措法ができても、県費

とか市町村費の負担が、私は極力ゼロに近づ

くのかなと思っていましたけれども、大体、

この額は負担はしなければならないというこ

となんですか。 

 

○竹内財政課長 まず、特別措置法の関係に

つきましては、必ずしも特別措置法がなけれ

ば、東日本大震災並みにならないというもの

でもございません。例えば、予算措置あるい

は個別の法令改正によって、東日本大震災並

みの水準に上げていただければ、そこはなる

可能性というのはございます。 

 一方で、ゼロになるかというと、そこは特

別措置法の、例えば、東日本大震災でござい

ますと、自由に使えます復興の特別交付税と

いうのが、我々の復興税等を使って措置され

ています。通常であれば、県費として入れる

べきところを、起債をせずに、借金をせずに

その交付金を充てているというような状況が

ございますので、完全にゼロになるかという

と、ゼロまでは――どうしても自己負担分あ
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るいは個々人で負担していただく分は出てま

いりますので、ゼロになるところまではない

ということになります。 

 

○鎌田聡委員 じゃあ、現状で特措法で頑張

っても、今後、なかなかゼロというのは難し

いということですけれども、ただ、法改正を

伴わなければ、この一番下までは行かないと

いう理解でよろしいんですよね。 

 

○竹内財政課長 済みません、必ずしも全て

法律に基づいて措置されている部分ではござ

いませんので、例えば、予算措置の中で十分

な拡充をやっていただければ――まあ、完全

に東日本大震災並みになるかというと、難し

い部分はあるかと思いますけれども、特別措

置法がなければできないというものではない

かと思います。 

 

○鎌田聡委員 私たちは、最初の理解からい

くと、やっぱり特措法をつくらんとなかなか

東日本並みまではいけないよということで、

ずっと議会も執行部も含めて求めてきたと思

いますけれども、何か説明が最近変わってき

たなというふうに理解をしているんですけれ

ども、結局、特措法はもうあんまり必要ない

という捉え方なんですか、執行部は。 

 

○竹内財政課長 私どものほうが、特別措置

法があればあったで――特別措置法がどうい

うものかというのはあるんですけれども、東

日本大震災並みに国民全体で負担を全部分散

してやるというのはベストかもしれません。

ただ、私どもが一番にやらなければならない

のは、復旧、復興に必要な財源を何とか確保

すると。その点からいきますと、今、完全に

できているかというと、そうではないかもし

れませんけれども、個別の法令の改正であっ

たり、制度の改正であって、今のこの現状の

ところまでこぎつけてきたと。 

 ただ、今後、宅地の復旧、それから耐震

化、まちづくりへの支援、こういった課題あ

るいは中長期にわたっての財源確保という問

題がございますので、そこにつきましては、

引き続き、さまざまな手段でお願いをしてい

くということになるかと思います。 

 

○鎌田聡委員 いずれにしても、まだ残され

た課題もありますし、先ほどの議論じゃない

んですけれども、やっぱり、年度を超えての

長期的な対応というのも必要になってまいり

ますので、そこに向けてのやっぱり対応をし

っかりと、これは議会も執行部もお互いにや

っていきたいと思いますので、またよろしく

お願いしたいと思います。 

 

○小杉直委員 竹内課長、この表ですたい

な、事業費見込み額、これは大体、期間はい

つごろまでの期間で出しとるわけ。 

 

○竹内財政課長 済みません、これが、例え

ば、10年とかで区切っているわけではござい

ませんで、復旧、復興としてこういうことを

各部局がやっていきたいということでやって

いるものですから、終期は特に設定しており

ません。 

 

○小杉直委員 ということは、予算の確保の

裏づけというのはまだないということです

な、これに対しては。 

 

○竹内財政課長 裏づけという意味では、現

状、今回までの国の経済対策等での熊本地震

に対する支援の部分まで含めまして、県費の

部分というのが、これぐらいの形に制度とし

てはなっていくということで推計していると

ころでございます。 

 

○小杉直委員 なら、ケース３の国要望で、

これは東日本大震災並みというふうに書いて
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ありますが、これは特措法は絡んどるわけで

すか、絡んでないんですか。 

 

○竹内財政課長 東日本大震災のときに特別

措置法で措置されている部分も含めて、ケー

スとしては出している状態です。 

 

○小杉直委員 私がさっきも特措法の必要性

を訴えたのは、当面は、おたくたちの努力で

復旧、復興の予算の見通しはあると思うです

よ。しかし、10年先、20年先、中長期、特に

長期にわたっての予算措置を自信持って確保

するためには、やっぱり特措法は要るんじゃ

ないかということが１点と、おたくたちの責

任者であった蒲島知事も、以前は何度も特措

法が必要だとおっしゃっとった。それから、

市町村長も今もおっしゃっとる。それから、

安倍総理大臣も、自治体には迷惑をかけない

と、予算は心配しないで復旧、復興に頑張っ

てくださいと、もう一歩のところまで国会答

弁なんかしよるですね。 

 ところが、最近、少し、さっき言ったよう

に、そこはトーンダウンしとる。ということ

は、鎌田委員も心配されることと一緒になり

ますが、私たちが言いたいのは、当面は、お

たくたちの御努力でできるけれども、中期、

長期までの確保ができるかと。例えば、単純

な言い方ばってんが、東日本震災に対しては

特措法がでけたから、長期にわたって安心し

ていろいろ取り組みよるでしょう。そこが熊

本も欲しいと。 

 そうすると、２～３日前に、知事に義援金

を東京の人が持ってきたわけです。ところ

が、死者が、直接の死者は約50人、阪神・淡

路は6,000人、東日本は１万5,000人と、死者

の感覚でいくと非常に小さな熊本地震と思っ

て来て、ところが、知事に義援金を差し上げ

た後、益城町を案内してあるわけ、関係者

が。益城町のあの大規模な大地震を目の当た

りに見て、ついつい東京におると死者の数あ

たりでちょっとそういう先入観があったけれ

ども、これだけひどいならびっくり仰天した

と、引き続き、義援金をまた募っていきます

というようなことで、ここに２人東京から来

た部長さんがおいでだけれども、私たちは、

やっぱり長期的な観点に立って粘っていっ

て、その復興税なんかの裏づけがないといっ

ても、やっぱり、これは特措法は必要だとい

う初心を忘れぬごつせんといかぬと、それを

私は非常に強く申し上げておるわけです。 

 私も、それは国がだんだんだんだん冷めて

きとっとは聞いとるですよ。また、岩手の地

震、北海道の地震、その他の地震があると、

熊本地震が少し薄らいできとる国民感情もわ

かっとるですよ。だからこそ、やっぱり特措

法が必要だということが、初心がみんなあっ

たわけだから、これは叫んでいかないかぬと

いうようなことを私は言いたかったわけです

たい。 

 それについて、あたでよか。あるいは、部

長とか知事とか。 

 

○池田総務部長 特措法という場合には、い

ろんな中身がありまして、東日本の例で言え

ば、復興の基本法があり、いわゆるかさ上げ

ですとか税法の特例があって、あと復興特区

法で復興交付金制度ができたと、こういった

大きな、いろんな内容が含まれております。 

 恐らく、今、御指摘があったのはかさ上げ

のところだと思うんですけれども、かさ上げ

については、いわゆる復旧事業のかさ上げ、

これについては、これまでの予算措置の中

で、相当程度措置はされてきているという状

況です。 

 あと、残るところについては、やはり税法

の話と、あと、今後のまちづくりですね。税

法の改正が必要なところとまちづくりで復興

交付金制度のものを今後つくってくれるかど

うか、これについてはしっかりやっていく必

要があると思っています。 
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 そういった意味での特措法については、や

はり引き続き強く働きかける必要があると思

いますし、今も実際、税法の改正について

も、各省とやりとりをしているという状況で

す。 

 あと、まちづくりのいわゆる交付金制度に

ついても、法改正が必要かどうか、これは必

要だという形で要望はしていきたいと思いま

すが、これについては、今後も財源の確保と

いう観点が必要なことだと思っていますの

で、引き続きやっていきたいというふうに思

います。 

 それから、いわゆる復旧事業のかさ上げに

ついては、とりあえず、今の予算措置の中で

ある程度実現してきているというところで、

残るところのこの法制化のほうは、やはり引

き続きやっていく必要があるというふうに、

それは御指摘のとおりかと思います。 

 

○小杉直委員 なら、最後にお尋ねばってん

が、長期的に自信はありますか、法改正とか

あるいは特措法にかわる法律の改正とか、そ

ういう自信はありますかね、今。 

 

○池田総務部長 このいわゆる財源確保につ

いては、そこは一生懸命県としてやっていか

なきゃいけない分野だと考えております。そ

ういった意味では、やはり復興の特区法のよ

うな、そういった法制度を初めとして、要望

していく必要があると思いますし、また、財

源確保という意味で、できないところでもや

らなければいけないというふうに考えておる

ところです。 

 

○小杉直委員 結局、とどのつまりは、やっ

ぱりそういう特別の措置法ばつくってもらっ

たほうが安心でしょう。だけん、やっぱりく

どかばってん、私は、初心に返って、やっぱ

り声は一生懸命上げていかないかぬというの

が――もう要望にかえときます。済みませ

ん、私だけ。 

 

○髙木健次委員長 ほかにございませんか。

――なければ、これで質疑を終了します。 

 その他で委員から何かありませんか。――

ないようでしたら、以上で本日の議題は全て

終了いたしました。 

 最後に、陳情・要望書が３件提出されてお

ります。参考としてお手元に写しを配付して

おります。 

 それでは、これをもちまして第５回総務常

任委員会を閉会します。 

 お疲れさまでございました。 

  午後１時57分閉会 
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